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第１章 基本的な考え方 

１ 策定の目的 

⑴ 趣旨 

大規模災害の発生によって、庁舎や職員、ライフラインなどが制約され、行政機能が低下する中に

あっても、県民の生命・身体・財産を守り、安全・安心を確保するため、災害対応等の業務を適切に

行う必要がある。 

このため、県として優先的に実施すべき事項（非常時優先業務）をあらかじめ定め、必要とされる

資源を効果的、効率的に活用して、迅速かつ適切な業務執行を行うことを目的として業務継続計画

（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）を策定する。 

 

⑵ 対象機関 

この計画は、地方機関を含む知事部局、企業局、議会事務局及び教育委員会などの行政委員会事務

局を対象とする。（県立学校、特別支援学校及び公安委員会を除く。） 

 

⑶ 非常時優先業務の範囲 

非常時優先業務は、発災後直ちに実施すべき「災害応急対策業務」、優先度の高い「災害復旧・復興

業務」及び「発災後新たに発生する業務」に加え、通常業務のうち「業務継続の優先度が高い業務」

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」、令和 5年 5月、内閣府（防災担当） 

 

⑷ 運用に当たっての留意点 

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に当たっては、検討の前提となる災害を特定し、当該災害が発生し

た際の庁舎やライフライン等の被害を想定する必要がある。 

このため、本計画では、東日本大震災により生じた被害を想定するとともに、より困難な状況下での

業務遂行を確保する観点から、発災時間帯を勤務時間外とした上で職員の参集率の推計を行い、非常時

優先業務に係る目標時間や優先順位を設定して、対象機関における業務を「見える化」したものである。 

このように、本計画における非常時優先業務とは、一定の前提条件下において各所属が優先すべき

業務を部局ごとに整理したものであることから、実際の災害が発生した際には、災害の規模、被害の

程度や状況、庁舎の損壊状況及び職員の参集状況などに応じて、非常時優先業務の目標時間の変更や

優先順位の入替え、休止している通常業務の早期再開など、適切かつ柔軟な運用が必要であることに

留意する。 

 



2 

 

⑸ 地域防災計画との関係 

地域防災計画は、県や市町村等の防災関係機関がそれぞれの全機能を有効に発揮し、相互に協力し

て防災に万全を期すため、必要な災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興に関する事項が定めら

れているが、地方公共団体の人員や施設・設備等が甚大な被害を受けた場合の対応までは規定されて

いない。 

しかし、過去の災害では、業務継続に支障を及ぼす庁舎の被災や停電等の事例も見受けられた。し

たがって、業務継続計画を策定することで、地方公共団体自身が被災し、制約が伴う状況下にあって

も非常時優先業務が遂行できる体制をあらかじめ整えておくことが必要になる。 

地域防災計画と業務継続計画の比較は次のとおり。 

 

 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体等 地方防災会議が作成し、都道府県、

市町村、防災関係機関等が実施する

計画である。 

都道府県又は市町村が作成し、自らが実施

する計画である。 

計画の趣旨 災害対策基本法に基づき、発災時又

は事前に実施すべき災害対策に係る

実施事項や役割分担等を規定するた

めの計画である。 

発災時に必要資源に制約がある状況下であ

っても、非常時優先業務を目標とする時

間・時期までに実施できるようにする（実

効性の確保）ための計画である。 

行政の被災 行政の被災は必ずしも想定する必要

はないが、業務継続計画の策定など

による業務継続性の確保等について

は計画に定める必要がある。 

行政の被災を想定（庁舎、職員、電力、情

報システム、通信等の必要資源の被災を評

価）し、利用できる必要資源を前提に計画

を策定する必要がある。 

対象業務 災害対策に係る業務（災害予防、災

害応急対策、災害復旧・復興）を対

象とする。 

非常時優先業務を対象とする（災害応急対

策、災害復旧・復興業務だけでなく、優先

度の高い通常業務も含まれる）。 

業務開始目標時

間 

業務開始目標時間は必ずしも定める

必要はない（一部の地方公共団体で

は、目標時間を記載している場合も

ある）。 

非常時優先業務ごとに業務開始目標時間を

定める必要がある（必要資源を確保し、目

標とする時間までに、非常時優先業務を開

始・再開する）。 

業務に従事する

職員の水・食料

等の確保 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保に係る記載は、必ずし

も記載する必要はない。 

業務に従事する職員の水・食料、トイレ等

の確保について検討のうえ、記載する必要

がある。 

  出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」、令和 5年 5月、内閣府（防災担当）  
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⑹ 計画導入の効果 

業務継続計画を策定し、必要な措置を講じることにより、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業

務レベルの向上を図ることが可能となる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 業務継続計画の策定により、資源制約がある状況下においても非被災地からの応援や外部機関の活用に係る業務の実効

性を確保することができ、受援計画等と相まって、100%を超える業務レベルも適切かつ迅速に対応することが可能となる。 

※２ 訓練や不足する資源に対する対策等を通じて計画の実効性等を点検・是正し、レベルアップを図っていくことが求めら

れる。 

出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」、令和 5年 5月、内閣府（防災担当） 

 

２ 基本方針  

⑴ 行政機能の低下に伴う県民生活や経済活動への影響を最小限にとどめるため、災害応急対策を中心

とした非常時優先業務を実施する。 

⑵ 非常時優先業務以外の通常業務は、発災後しばらくの間は休止又は非常時優先業務の実施に支障の

ない範囲内で実施する。 

⑶ 非常時優先業務の実施に必要な人員、資機材等の資源の確保・配分に当たっては、限られた資源を

最大限に有効活用するため、全庁横断的に調整する。 

⑷ 業務継続に関する取組においても、多様な立場へ配慮した視点を取り入れることとする。 
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第２章 前提とする災害と被害想定 

非常時優先業務を設定するに当たって想定した「災害」と「被害想定」は次のとおりである。 

なお、本計画では地震被害を想定しているが、その他の災害発生時においても適宜準用するものとする。 

 

１ 想定する災害 

想定する災害は地震被害とし、地域防災計画の想定※のうち最大の被害が予想される「東北地方太平洋

沖地震」【東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日）】と同規模とする。 

※地域防災計画の想定：東北地方太平洋沖地震、宮城県沖地震及び長町－利府線断層帯地震 

 

２ 被害想定 

⑴ 県内における被害 

イ 人的被害 

死者    約１０，５００人 

行方不明者  約１，２００人 

避難者    最大約３２万人 

ロ ライフライン被害 

市町村水道 県内全市町村で約６１万２千戸供給支障 

広域水道  被災箇所数１５０か所 

工業用水道 被災箇所数１３３か所 

下水道   処理支障１３市町 

ガス    供給支障１３市町 

電気    約１４２万戸停電 

電話    約７６万回線不通 

 

⑵ 庁舎における被害  

イ 本庁舎 

(ｲ) 建物 大きな損傷なく利用可（天井等の一部破損有り） 

(ﾛ) 電力 受電停電により非常用発電機運転、９時間後に復電  

(ﾊ) 上下水道 上水の断水は発生せず、庁舎内給排水設備に大きな損傷はなく上水・雑用水ともに使

用可 

(ﾆ) 固定電話 通信回線業者の回線障害のため使用不可、２４時間後に復旧 

 

ロ 合同庁舎及び単独庁舎 

(ｲ) 建物 大きな損傷なく利用可※ 

(ﾛ) 電力 受電停電により非常用発電機運転 

(ﾊ) 上下水道 大多数の合同庁舎等にて断水 

(ﾆ) 固定電話 通信回線業者の回線障害のため使用不可 

※ 東日本大震災において津波被害のあった庁舎についても、庁舎の建て替えやまちづくり等が進ん

だことから、建物被害は最小限に済んだと想定する。 

 

 



5 

 

３ 東日本大震災の検証と教訓  

東日本大震災では下記のように従来の想定を超える規模の被害や課題が生じており、今後も想定を超

える自然災害が発生する可能性があることを念頭に置く必要がある。 

 

⑴ 行政機能の喪失 

○ 沿岸市町において、多くの市町庁舎が被災し、本庁舎や支所の移転を余儀なくされた。 

⑵ 大規模広域災害 

○ 全国の都道府県、市町村より人的支援・物的支援が実施された。 

○ 帰宅困難者等への交通手段・宿泊先の確保等の課題も見られた。 

⑶ 物資の不足 

○ 物資を備蓄していた指定避難所や倉庫も津波の被害にあった。 

○ 多数の孤立地区が発生、飲料水、粉ミルク等の枯渇も見られた。 

⑷ 不十分な避難行動要支援者対策 

○ 避難行動要支援者の事前の情報把握が不十分だった。 

○ 避難行動要支援者の避難誘導等に時間を要した。 

⑸ 地域防災力の不足 

○ 従来から一定の津波対策が行われるも、甚大な被害にあった。 

○ 自助・共助の必要性、防災教育の重要性が再認識されている。 

⑹ 地震・津波被害の拡大 

○ 地震による交通インフラ・ライフラインの被害が甚大であった。 

○ 過去の経験等から、地震直後に避難しない住民も多数いた。 

⑺ 避難指示等の住民への情報途絶 

○ 地震による広域的な停電、防災無線の被災等で情報が途絶した。 

○ 命に関わる津波避難に関する情報伝達に問題があった。 

⑻ 津波からの避難の阻害 

○ 避難先が被災、救助まで時間を要した等の避難場所の問題多数。 

○ 自動車での避難による渋滞等、避難路上の問題も発生。 

⑼ 複合災害 

○ 地震災害、津波災害及び原子力災害が同時に発生。 

○ 複合的な災害への体制の不足、情報の錯そう等の問題が発生。 

⑽ 復旧・復興の遅れ 

○ 広域かつ甚大な被害で復旧・復興にも多くの時間を要している。 

出典：「宮城県地域防災計画（震災対策編）の修正の概要」、平成 25 年 2月 1日（宮城県防災会議）   

 

第３章 非常時優先業務 

１ 非常時優先業務の選定基準 

⑴ 初動段階（発災から３時間以内） 

直ちに着手しないと重大な影響を及ぼすことになるため、最優先で対策を行う業務 

⑵ 応急段階（３時間から１２時間以内、１２時間から１日以内及び１日から３日以内） 

・ １２時間以内に着手しないと大きな影響を及ぼすことになるため、優先して対策を行う業務 

・ １日以内に着手しないと大きな影響を及ぼすことになるため、優先的に対策を行う業務 
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・ ３日以内に着手しないと大きな影響を及ぼすことになるため、早急に対策を行う業務 

⑶ 復旧段階（３日から１４日以内） 

１４日以内に着手しないと相当の影響を及ぼすことになるため、遅滞なく対策を行う業務 

⑷ 復興段階（１４日以降） 

発災後、１４日以内に着手しなくても大きな影響を及ぼすことはない業務 

 

非常時優先業務選定基準 

タイムライン 区分 基準 想定される業務の考え方 

発災～３時間 
初動
段階 

災害対策の根幹となる業務遂行
に必要不可欠な業務 

被害状況の把握、広域応援要請及び救
急・救助 

  ～１２時間 

応急
段階 

応急業務の実施、被災者支援な
ど緊急・重大な業務 

施設等の応急復旧 

  ～ １日 重大な行事などの延期調整 

  ～ ３日 避難生活支援及び業務システムの再開 

  ～１４日 
復旧
段階 

復旧・復興の本格化に係る業務 生活再建、産業復旧及び教育再開 

  ～１か月 
復興
段階 

非常時優先業務の実施に支障の
ない範囲で実施する通常業務 

 

 

参考：主な休止業務の例    

○定例的な調査業務、○普及啓発業務、○統計調査・分析業務、○研修業務、 

○観光振興業務、○国際交流業務、○企業誘致業務、○工事検査業務、○監査業務 

※上記の業務であっても災害対応関連や緊急性の高い業務は実施 

 

２ 業務開始目標時間（タイムライン） 

業務開始目標時間は、非常時優先業務について、発災後のいつ頃までに業務を開始・再開する必要があ

るかを検討し、目標とする時間を定めたものである。ここでの「開始・再開」とは、単に一部に着手する

ことを意味するのではなく、一定程度の業務が実施される状態を指すことに留意する必要がある。 

なお、特に重要な業務については、必要に応じて業務完了目標時間についても設定するよう努めるもの

とする。 

 

３ 非常時優先業務の選定 

上記の選定基準に基づき、対象機関の業務を評価し、非常時優先業務を選定した。また、対象機関別の

具体的な非常時優先業務は別表１（本庁）及び別表２（地方機関）のとおりである。 

評価基準 
非常時優先業務数 

本庁 地方機関 

 ３時間以内 １９７ ３５４ 

１２時間以内 １３３ １８１ 

  １日以内 ９０ １５１ 

  ３日以内 ７４ １５１ 

 １４日以内 ３７ ９１ 

合 計 ５３１ ９２８ 
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第４章 執行体制の確保 

１ 業務継続計画の発動及び解除基準 

本計画は、宮城県災害対策本部要綱に基づき災害対策本部が設置されたときは自動的に発動し、別表

１、別表２に従い非常時優先業務を実施する。ただし、非常時優先業務に支障のない範囲において、通

常業務の実施を妨げるものではない。 

また、本計画は災害対策本部が廃止されたときは自動的に解除する。 

なお、感染症まん延下で大規模災害が発生し、執行体制がさらに脆弱化する状況においては、本計画

に定める非常時優先業務を更に精査し、適切に業務を遂行するよう努めるものとする。 

 

２ 災害対策本部の設置 

災害対策本部の設置基準、組織、職員の動員配備、本部事務局の運営等は、宮城県地域防災計画（地震

災害対策編、津波災害対策編及び風水害等対策編）及び宮城県災害対策本部要綱等の定めるところによる

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職員の参集 

⑴ 非常時優先業務実施体制 

※本計画は東日本大震災（平成 23 年 3月 11 日）と同規模の災害を想定しているが、東日本大震災は勤務時間中に発

生し、ほとんどの職員が庁舎にいたため、参集予測については下記の条件を設定し算出した。 

【前提条件】 

 ・ 平日の時間外（早朝）に地震が発生 

・ 公共交通機関は全線不通 

・ 登庁手段は徒歩、自転車及びバイク（自動車が使用可能となるのは発災１日経過後以降を想定） 

・ 所要時間の計算は、次の登庁手段ごとの速度を用いて計算 

徒歩：時速３km 自転車：時速１０km 自動車：時速２０km バイク：時速２０km 

※徒歩による登庁は１日あたり２０kmを上限に計算 

・ 職員本人又は家族が被害を受け登庁できない場合を想定し、発災後１４日までは職員の１０％を

参集困難者とする。 

イ 本庁舎 

令和５年４月１日現在で、本庁舎に勤務している職員が、前提条件のもとで登庁すると仮定した場

合の非常時優先業務実施体制は、次のとおりである。 
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49%

72% 72%

90%

0%

25%

50%

75%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

３時間以内 １２時間以内 １日以内 ３日以内 １４日以内 １か月以内

人数

参集率

33%

53% 53%

90%

0%

25%

50%

75%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

３時間以内 １２時間以内 １日以内 ３日以内 １４日以内 １か月以内

人数

参集率

参集率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常時優先業務実施体制（本庁舎） 

 発災～ 

３時間以内 

～１２時間 

以内 

～１日 

以内 

～３日 

以内 

～１４日 

以内 

～１か月 

以内 

人数 約 990 人 約 1,460 人 約 1,460 人 約 1,840 人 約 1,840 人以上 約 1,840 人以上 

参集率 ４９％ ７２％ ７２％ ９０％ ９０％以上 ９０％以上 

※参考（仙台市業務継続計画（ＢＣＰ）Ｒ５.４） 

 ～３時間 

以内 

～６時間 

以内 

～１２時間 

以内 

～１日 

以内 

～３日 

以内 

３日目 

以降 

参集率 ２０％ ６０％ ７０％ ７５％ ９０％ ９５％ 

ロ 地方機関 

令和５年４月１日現在で、地方機関に勤務している職員が、前提条件のもとで登庁すると仮定した

場合の非常時優先業務実施体制は、次のとおりである。 

参集率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常時優先業務実施体制（地方機関） 

 発災～ 

３時間以内 

～１２時間 

以内 

～１日 

以内 

～３日 

以内 

～１４日 

以内 

～１か月 

以内 

人数 約 910 人 約 1,450 人 約 1,450 人 約 2,460 人 約 2,460 人以上 約 2,460 人以上 

参集率 ３３％ ５３％ ５３％ ９０％ ９０％以上 ９０％以上 

(人) 

(人) 

90%以上 

90%以上 

90%以上 

90%以上 
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ハ 事前確認 

地震発生から数日間は全ての公共交通機関が不通となる場合を想定し、職員は徒歩等による登庁手

段、災害時でも通行可能と考えられる経路及び所要時間をあらかじめ確認しておくこととする。 

 

⑵ 安否確認 

イ 各所属においては、非常時優先業務を円滑に行うため、職員の確保を図る必要があることから、

速やかに職員の安否確認を行い、参集可能な職員を把握することとする。 

ロ 安否確認の実施方法 

(ｲ) 事前準備 

各職員は、メールアドレスを「宮城県職員安否確認システム」（以下「安否確認システム」とい

う。）に登録するものとする。 

(ﾛ) 確認方針 

安否確認システムにより職員の安否を確認することとし、職員は、安否確認訓練により、事前

に登録したメールアドレスで安否確認メールを受信できることをあらかじめ確認しておくことと

する。なお、安否確認システムの運用に当たっては、安否確認実施要領によるものとする。 

また、万が一「安否確認システム」が使用できない場合に備えて「災害伝言ダイヤル（171）」

の利用手順を確認しておくこととする。 

 

⑶ 庁内応援体制 

非常時優先業務の集中する部局等では人員不足が生じ、また交代要員の確保も必要になることか

ら、各部局主管課において人員配分を調整し、庁内調整を基本とした応援体制の確立を図るものとす

る。 

応援職員を受け入れる機関においては、応援職員の円滑な業務実施が図られるよう、あらかじめ非

常時優先業務の実施マニュアル、チェックリスト等を整備するものとする。 

 

⑷ 受援体制 

部局間の調整によっても人員の不足が生じる場合又は生じることが想定される場合は、災害対策本

部事務局が災害時の相互応援協定等により、県外の地方公共団体等に応援を要請し庁内の人員不足を

補う。応援要請・受援体制の詳細は別に定める。 

 

４ 指揮命令系統 

⑴ 災害対策本部 

災害対策本部における指揮命令系統及び職務代行は、宮城県災害対策本部条例及び宮城県災害対策

本部要綱に定めるところによる。 

災害対策本部長の職務代行順位は次のとおり。 

第一順位 第二順位 第三順位 

副知事 副知事 復興・危機管理部長 

※「副知事の担当事務に関す
る規程」において、復興及
び危機管理に関することを
担当すると定める副知事 
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⑵ 各所属 

各所属は、指揮命令系統を確保するため、速やかに所属長等の安否を確認する。所属長等の安否確

認が取れなかった場合は、事務決裁規程に基づき職務の代行を行う。 

所属長等が参集できない場合であっても、連絡が取れるなど指示を仰ぐことができる場合は、職務

の代行は行わない。この場合、業務継続に支障が生じないよう通信手段を確保することに留意する。 

 

 

第５章 執務環境の確保 

本章においては、災害対策本部が設置される本庁舎及び災害対策本部地方支部・地域部が設置される各合

同庁舎について記載する。 

 

１ 庁舎（執務室） 

○現状  本庁舎（行政庁舎・議会庁舎・警察庁舎）及び各合同庁舎は大地震が発生しても大きな損傷の

危険はなく、キャビネット等も壁一体型キャビネットとしているほか転倒防止対策を講じている

ため、地震発生後も執務室として利用可能である。 

 

※ 本庁舎のうち、災害対策本部事務局の設置・運営場所である２階講堂や５階危機管理センター

等が一部損傷し、一時的に使用できない事態が生じた場合、復旧までの間、消防学校等の近隣県

有施設の施設管理者や「大規模災害時における施設提供に関する協定書」を締結している株式会

社ＮＴＴドコモ東北支社と施設の一部使用について調整する。 

 

２ 電力 

○現状  本庁舎（議会庁舎・行政庁舎・警察庁舎）及び各合同庁舎では、停電となり電力の供給が止ま

った場合非常用自家発電設備が起動し、必要な電力を供給可能である。 

本庁舎では、１,２００ｋＷの非常用発電機を使用。また、非常用自家発電設備のために燃料タ

ンクに常時７５.５ｋＬ以上の燃料を確保しており、外部からの燃料の供給がなくとも７２時間

の通常運転が可能である。 

各合同庁舎における非常用電源の供給時間等は次のとおり。 

 

合同庁舎 自家発電機容量 燃料タンク容量 通常運転 

大河原 １６０ｋＷ      ９４０Ｌ  １９.６時間 

仙台 ２００ｋＷ   ３.９ｋＬ  ７２.２時間 

大崎 ３６０ｋＷ １２.９５ｋＬ  ６２.０時間 

栗原 １６０ｋＷ ２０.４８ｋＬ ４７６.３時間 

登米 １６０ｋＷ  １７.４ｋＬ ４０４.７時間 

石巻 ５００ｋＷ １９.９５ｋＬ １３７.６時間 

気仙沼 ２４０ｋＷ      １０ｋＬ １５６.３時間 

○対策  上記通常運転時間経過後も電力の供給停止が続く場合、燃料供給事業者等と締結している災

害時協定を活用し、非常用電源の運転のための燃料を確保する。 
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３ 上下水道 

○現状  本庁舎では、水道施設が被災し断水した場合であっても、本庁舎の受水タンクに被災がなけれ

ば給水は可能である。通常の使用状態で３.５日分（雑用水含）。 

各合同庁舎における受水タンクの給水可能日数等は次のとおり。 

合同庁舎 受水タンク容量 給水可能日数 

大河原 受水槽：４５㎥ ３.３日 

仙台 受水槽：１００㎥ ５.０日 

大崎 受水槽：８６㎥ ３.７日 

栗原 受水槽：４５㎥ ３.０日 

登米 上水受水槽：  ６㎥ 雑用水受水槽： ２０㎥ ３.１日(雑用水含) 

石巻 上水受水槽：４２㎥ 雑用水受水槽：１００㎥ １１.８日(雑用水含) 

気仙沼 上水受水槽：２３㎥ 雑用水受水槽： ４６㎥ ７.８日(雑用水含) 

○対策  庁舎内の給排水設備が被災し復旧までの期間は、トイレの手洗いなど、制限を設けることにな

る。本庁舎においては、トイレの洗浄水は井戸水なので庁舎内の井戸水供給設備に被災がなけれ

ば通常どおり使用可能であるが、排水施設や下水道施設の被災状況により使用制限を行うこと

になる。 

 

４ 職員のための食料・水 

○現状  本庁舎・合同庁舎ともに現在３日分を確保している。 

 

５ 通信手段 

⑴ 電話回線 

○現状  本庁舎の電話回線は、そのほとんどが電話交換機を経由しＫＤＤＩの光回線（同時通話１６１

通話）と接続している。この回線は災害発生時の発信規制対象外であり、電話交換機や電話回線

の被災がなければ停電時に自家発電設備からの電気の供給がなくとも、約１０時間継続使用が可

能である。その他、バックアップ回線としてＫＤＤＩの光回線（同時通話２３通話）ＮＴＴのＩ

ＳＤＮ回線（同時通話６通話）がある。また、災害発生時には電話交換機が被災し使用不能とな

った場合は、災害時優先電話２０回線が指定された電話機で使用可能となる。 

各合同庁舎における電話回線の状況は次のとおり。 

合同 

庁舎 

電話回線 

（同時通話数） 
継続使用可能時間 

災害時優先電話 

（回線数） 

大河原 ２３通話 ３時間 － 

仙台 ２２通話 ３時間 － 

大崎 ２３通話 ３時間 － 

栗原 １６通話 ３時間 ４回線 

登米 ２４通話 ３時間 ６回線 

石巻 ３２通話 ３時間 － 

気仙沼 ２３通話 ３時間 ２回線 
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⑵ 防災行政無線等 

○現状  県では、地上系と衛星系の２系統の防災行政無線を運用している。防災行政無線は、本庁舎の

ほか、各合同庁舎をはじめとする県の地方機関庁舎の一部、市町村役場、消防本部（局）及び国

の機関等からなる防災関係機関を結んでいる。県庁に設置している統制局は、地震による無線設

備、各種サーバー等の転倒、動揺防止のために耐震処理を施している。また、ＭＣＡ無線機を県

庁に４台、衛星携帯電話（ワイドスター及びアイサットフォン）を県庁に４台及び各合同庁舎に

１台ずつ、現地での通信を行うための可搬型ＶＳＡＴを県庁に１台整備している。 

なお、災害対策本部地方支部・地域部は、支援部隊の集結や支援物資の集配等の拠点として圏

域防災拠点を運用することとしており、現地での通信のため、ＭＣＡ無線機を４台、衛星携帯電

話を４台、可搬型ＶＳＡＴを１台ずつ配備している。 

 

６ 情報システム 

県が所管する情報システムについては、「情報システムに係る業務継続計画（ICT-BCP）」（平成２２年

６月策定）において、情報システムごとに復旧計画を作成していることから、これに基づき、早期復旧等

を図るものとする。 

 

第６章 計画の推進 

計画の実効性を確認し、高めていくためには、訓練や計画の見直し等を計画的に実施していくことが重要

である。特に、発災時に組織の指揮を執ることとなる所属長等は、自ら果たすべき役割について常日頃から

認識し、防災知識の習得及び業務継続に関する職員の意識啓発に努めるとともに、継続的な計画の見直しに

主導的に関与することが重要となる。 

 

１ 訓練 

人事異動等により災害対応能力や所属内の連絡体制が脆弱となる年度初めに全庁一斉安否確認訓練、

業務継続計画理解度向上訓練等を実施するほか、これらの訓練結果を踏まえた訓練を下半期に実施し、

本計画の実効性の向上を図ることとする。 

 

２ 実効性の確保 

人事異動や組織改編が行われる年度初めなど、必要に応じて非常時優先業務の実施体制を見直すこと

とし、訓練の実施後には課題の検討、検証を行うこととする。 

また、各対象機関は、本計画の実効性を確保するため、非常時優先業務の実施マニュアルやチェック

リスト及び業務別ＢＣＰ等の整備に努めるものとする。 

 

３ 計画の見直し 

組織体制の変更、課題の検証結果、地域防災計画など相互に支え合う計画間の関係性や連動性等を踏

まえ、計画本文、別表の非常時優先業務一覧表の見直しを継続的に行うものとする。 

 

４ 市町村ＢＣＰへの支援 

大規模災害が発生した際、市町村は災害対応の主体として重要な役割を担うことから、市町村自らが被

災した場合でも業務を継続して行えるよう、業務継続計画の実効性向上を図るため、県は市町村に対して

情報提供や助言などの支援を行うものとする。 
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別表１ 

非常時優先業務一覧表（本庁） 

 

※初動共通業務 

◆職員等の安否確認 ◆指揮命令系統の確立 ◆執務室の被害把握、復旧 ◆災害対策本部対応 

 

【総務部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

秘書課 

（ １８人） 
本部長（知事）の秘書事務に関すること ○      

副本部長（副知事）の秘書事務に関すること ○      

知事、副知事の政策調整に関すること  ○     

庁内の儀式、賓客等の接遇、行幸啓等皇室に関すること     ○  

礼状対応の調整に関すること     ○  

人事課 

（ ２８人） 

 

職員等の安否確認の取りまとめ業務 ○      

部内総括及び連絡調整業務 ○      

部内の所管施設対策に関する業務 ○      

庁内各部課室との連絡調整業務 ○      

県職員派遣に係る調整業務   ○    

他部課室に属しない事務の調整業務   ○    

予算及び決算の総合調整業務    ○   

庁内事務室の使用区分に関する業務    ○   

県外からの応援職員受入調整業務     ○  

職員の人事に関する業務     ○  

職員の任免、異動、分限その他業務     ○  

部内の所管業務に係るボランティア調整業務      ○ 

行政管理室 

（  ７人） 
行政運営の改善業務  ○     

応援業務   ○    

行政経営推進課 県民からの相談業務のうち総合窓口開設業務  ○     



14 

 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

（ １５人） 県民からの相談業務のうち電話対応業務   ○    

職員厚生課 

（ ２０人） 

 

共済組合との連絡調整 ○      

職員宿舎の被害状況確認・報告 ○      

応急救護所の設置補助 ○      

休憩・仮眠室の設置（ﾌﾞﾗｳｼﾞﾝｸﾞﾙｰﾑ・体育室）  ○     

帰宅困難者（職員）に対する食料及び飲料水の配布  ○     

職員宿舎の応急復旧対策   ○    

災害関係各種手続き、給付、貸付等の情報提供    ○   

金銭の支払・支給に関する事務（恩給、年金、

児童手当、報酬、賃金等） 
     ○ 

総務事務管理課

（ ３２人） 
給与支給システムの被害状況確認、復旧対応  ○     

給与の支出及び給与・旅費に係る会計事務指導

業務（災害発生による相談対応含む） 
 ○     

県政情報・文書課 

（ ２０人） 

県政情報センターへの来所者の安全確認及び

避難誘導業務 
○      

公文書館、県政情報センター及び県庁地下集中

書庫等施設の被災状況の確認業務 
○      

公印の管理及び成案文書の審査業務  ○     

法令及び条例等の解釈及び指導に関する業務  ○     

宮城県公報の編集発行業務   ○    

文書の収受及び発送業務    ○   

集中書庫保存文書、行政資料及び公文書館所蔵

文書（歴文）の被害状況の把握 
   ○   

県政情報センターの窓口業務再開    ○   

訴訟事務の調整に関する業務      ○ 

私学・公益法人課 

（ ２２人） 

 

 

私立学校の被害調査及び応急対策業務 ○      

宮城大学の被害調査及び応急対策業務 ○      

私立学校の復旧及び教育再開等に関する業務    ○   

宮城大学の復旧及び教育再開等に関する事務    ○   
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

広報課 

（ １３人） 
報道機関との調整に関すること ○      

県ホームページの運用に関すること ○      

県広報媒体による広報の調整に関すること ○      

財政課 

（ ２８人） 

財政措置に関する業務のうち被害額の把握等

に関する業務 
   ○   

財政措置に関する業務のうち特別交付税に関

する業務 
     ○ 

県議会に関する業務（臨時議会等）      ○ 

税務課 

（ ２４人） 

 

 

 

税の措置に関すること（税務システムの維持管

理） 
○      

税の措置に関すること（県税の減免・猶予制度

適用の検討） 
  ○    

税の措置に関すること（県税の減免・猶予制度

適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村へ

の調査支援（助言及び相談を含む）に関すること 
    ○  

地方税徴収対策室 

（ ２０人） 
応援業務   ○    

市町村課 

（ ４８人） 
市町村その他公共団体の行財政業務 ○      

市町村が行うり災証明発行事務の助言及び相

談並びに発行状況の取りまとめ業務 
○      

市町村への人的支援業務 ○      

市町村への全国避難者情報システムの取りま

とめ及び情報提供業務 
○      

選挙業務 ○      

管財課 

（ ２３人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

集中管理の公用車及び自動車燃料の確保 ○      

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者(職員を除く)対応業務 ○      

本庁舎施設の被害状況の把握 ○      

本庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

本庁舎の施設設備の営繕に関する業務   ○    

本庁舎及び合同庁舎の営繕に関する業務   ○    
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

管財課 

（2/2 頁） 

本庁舎の電気、衛生、空調、昇降機、防災設備

の保守管理に関する業務 
  ○    

合同庁舎の施設設備の営繕に関する業務   ○    

合同庁舎の電気、衛生、空調、昇降機の保守管

理及び指導に関する業務 
  ○    

本庁舎及び合同庁舎の電話設備の保守管理・営

繕に関する業務 
  ○    

電話案内業務    ○   

光熱水費（電気・ガス・水道・重油）支出及び

収入に関する業務 
     ○ 

光熱水使用量（電気・ガス・水道・重油）の集

計業務 
     ○ 

非常時優先業務数 ２６ １０ １５ １０ ６ ７ 
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【復興・危機管理部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

復興・危機管

理総務課 

（ １１人） 

災害対策本部事務局運営業務 ○      

県及び市町村への人的応援に関する他県等と

の調整業務 
○      

政府及び国会調査団等の総合調整業務 ○      

復興支援・伝承課 

（ ２１人） 

災害対策本部事務局運営業務のうち情報分析

グループ業務 
○      

みやぎ東日本大震災津波伝承館の展示の被害

状況把握業務 
○      

南三陸町旧防災対策庁舎の被害状況把握業務 ○      

災害救助の総括に関する業務のうち仮設住宅

の設置検討・準備業務 
 ○     

災害弔慰金支給及び災害援護資金貸付業務     ○  

災害救助の総括に関する業務のうち応急救助

実施調整業務 
  ○    

被災者生活再建支援金関係業務      ○ 

寄附金受付担当業務    ○   

義援金に関する業務  ○     

防災推進課 

（ １８人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部事務局運営業務 ○      

市町村災害対策本部の運営指導業務 ○      

通信情報対策業務 ○      

激甚災害指定要請に係る検討調整業務     ○  

自衛隊災害派遣要請業務 ○      

広域防災拠点（暫定）の開設及び、運営等業務 ○      

圏域防災拠点の開設等業務 ○      

本部事務局の物資調整業務 ○      

電力、通信復旧の調整業務 ○      

広域防災拠点暫定整備地（宮城野原）の支援部

隊への情報提供業務 
○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

消防課 

（ １８人） 

 

災害対策本部事務局運営業務のうち救助対策

グループ業務 
○      

危険物災害対策業務 ○      

高圧ガス及び火薬類の保安対策業務 ○      

防災ヘリコプター運航業務（ヘリコプター運用

調整チーム） 
○      

緊急消防援助隊の調整業務（緊急消防援助隊調

整チーム） 
○      

庶務（予算経理、議会対応含む）に関すること    ○   

消防学校、防災ヘリコプター管理事務所に関す

ること 
   ○   

市町村の消防組織及び防災施設整備等の指導

に関すること 
    ○  

高圧ガスの保安及びガス事業に関すること     ○  

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化

に関すること 
    ○  

原子力安全対策課

（ １９人） 

災害対策本部事務局運営業務のうち原子力災

害対策グループ業務 
○      

所管施設の被害状況把握、応急対応 ○      

原子力発電所周辺地域の安全対策関係業務 ○      

非常時優先業務数 ２３ ２ １ ３ ５ １ 
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【企画部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

企画総務課 

（ １５人） 
部内の総括及び連絡調整に関する業務 ○      

鉄道・地下鉄、バス、離島航路の被害情報収集

伝達に関する業務 
○      

部内の所管施設対策に関する業務 ○      

政府及び国会に対する要望の総合調整に関す

る業務 
 ○     

全国知事会との連絡調整に関する業務  ○     

本部事務局の物資関係業務に関する業務  ○     

部内の所管業務に関するボランティアの調整

に関する業務 
  ○    

災害応援従事職員の派遣に関すること   ○    

総合政策課 

（ ２０ 人） 
応援業務   ○    

デジタルみや

ぎ推進課 

（ ２９ 人） 

行政情報化の推進業務のうち LGWAN 運用管理 ○      

総合情報ＮＷ・ハイパーウェブ・インターネッ

トシステムの被害状況確認、復旧対応 
○      

行政情報化の推進業務のうち LGPKI 証明書発

行事務、LGWAN ポータルサイト運用管理 
 ○     

基幹システムの被害状況確認、復旧対応  ○     

産業デジタル

推進課 

（ １０人） 

企業の災害復旧の相談 ○      

企業の復興に向けた支援策の検討等     ○  

地域振興課 

（ ２０人） 
広域一時滞在に関すること    ○   

スポーツ振興課

（ １３人） 
社会体育施設対策業務 ○      

地域交通政策課 

（ １１人） 

 

緊急通行車両(公用車)証明書等の発行事務に

関する業務 
○      

地域交通網の確保対策に関する業務  ○     

交通安全対策に関する業務     ○  

統計課 

（ ３３人） 
応援業務   ○    
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

非常時優先業務数 ８ ６ ４ １ ２ ０ 
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【環境生活部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

環境生活総務課 

（ １２人） 
職員等の安否確認の取りまとめに関すること ○      

部内の総括及び連絡調整に関すること ○      

部内の所管施設対策に関すること  ○     

災害応援従事職員の派遣に関すること   ○    

部内の所管業務に関するボランティアの調整

に関すること 
     ○ 

環境政策課・

再生可能エネ

ルギー室 

( ３０人) 

電力、都市ガス関係の被害情報収集伝達に関す

る業務 
○      

応援業務   ○    

環境対策課 

（ ２１人） 
保健環境センターの被害状況把握、応急対策 ○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

環境公害対策業務のうち大気汚染事故対策業務  ○     

自然保護課 

（ ２０人） 

所管施設及び発注工事等施行地等の人的・物的

等被害の確認業務 
 ○     

林地開発許可等行為地の状況確認業務     ○  

災害時の緊急許認可業務     ○  

食と暮らしの 

安 全 推 進 課

（ ２７人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業務 ○      

水道対策業務のうち応急給水の応援に係る情

報の連絡調整業務 
○      

埋葬・火葬対策業務のうち遺体安置所の設置調

整業務 
 ○     

埋葬・火葬対策業務のうち葬祭用品等の調達・

確保業務 
 ○     

食品衛生対策業務のうち食中毒対策業務  ○     

埋葬・火葬対策業務のうち御遺体の火葬場への

割り振り業務 
  ○    

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

食品衛生対策業務のうち避難所等の衛生対策

業務 
  ○    
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

食と暮らしの 

安全推進課 

（2/2 頁） 

動物保護対策業務のうち緊急災害時被災動物

救護本部の設置業務 
  ○    

生活衛生対策業務のうち避難所の衛生対策   ○    

動物保護対策業務のうち動物関係救護物資の

取りまとめ業務 
   ○   

動物保護対策業務のうち国・他自治体及び関係

団体との連絡調整業務 
    ○  

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

循環型社会推進課 

（ １３人） 
応援業務   ○    

廃棄物対策課 

（ １９人） 
廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認 ○      

災害廃棄物処理組織体制の確保（被災自動車含

む） 
  ○    

避難所における仮設トイレの調整・設置及びし

尿処理対応 
  ○    

災害廃棄物処理業務のうち基本方針策定    ○   

災害廃棄物処理業務のうち発生量推計    ○   

災害廃棄物処理業務のうち仮置き場候補地選定     ○  

災害廃棄物処理業務のうち国・自治体・団体等

連携調整 
    ○  

竹の内産廃処

分場対策室

（  ２人） 

竹の内産廃処分場被害状況確認   ○    

応援業務   ○    

新最終処分場

整備対策室 

（  ３人） 

 

応援業務   ○    

放射性物質

汚染廃棄物対策室

（  ５人） 

応援業務   ○    

消費生活・文

化課 

（ ２４人） 

 

 

 

所管施設（県民会館・サンファン館）の被害状

況の把握 
○      

消費流通の緊急対策に関すること  ○     

応急生活物資供給に関すること  ○     

本部事務局の物資関係業務に関すること   ○    
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

消費生活・文

化課 

（2/2 頁） 

所管施設（県民会館・サンファン館）のイベン

ト等の延期調整 
  ○    

被災者の消費生活相談に関する業務     ○  

共同参画社会

推進課 

（１９人） 

民間非営利活動プラザに関すること ○      

性暴力被害相談支援センター宮城運営業務に

関すること 
 ○     

犯罪被害者支援相談対応業務に関すること    ○   

子ども・若者総合相談センターに関すること  ○     

みやぎ男女共同参画相談室業務   ○    

男女共同参画の視点での防災意識啓発事業に

関すること 
  ○    

非常時優先業務数 １０ １０ １８ ４ ７ １ 
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【保健福祉部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

保健福祉総務課 

（ １７人） 
部内の総括及び連絡調整に関すること ○      

部内の所管施設対策に関すること  ○     

部内の所管業務に関するボランティアの調整

に関すること 
 ○     

本部事務局の公衆衛生活動支援に関すること  ○     

災害応援従事職員の派遣に関すること  ○     

社会福祉課 

（ ２２人） 
社会福祉協議会との連絡調整、情報収集 ○      

災害ボランティアセンター設置・運営への支援  ○     

災害派遣福祉チーム派遣調整  ○     

被保護者の安否確認  ○     

常盤台霊苑の被害状況確認  ○     

戦傷病者、戦没者遺族及び中国帰国者への対応   ○    

地域における福祉活動の推進に関する業務      ○ 

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

医療政策課 

（ ３２人） 

 

所管する医療機関の被害状況把握 ○      

地方独立行政法人（病院機構、こども病院）の

被害状況把握 
○      

地方独立行政法人（病院機構、こども病院）職

員等の安否確認 
○      

保健医療調整本部、ＤＭＡＴ調整用務（国、関

係団体との連絡調整を除く） 
○      

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

保健医療調整本部、ＤＭＡＴ調整用務のうち、

国との連絡調整 
 ○     

保健医療調整本部、ＤＭＡＴ調整用務のうち、

関係団体との連絡調整 
 ○     

医療人材対策室 

（ １７人） 
医療機関の情報収集・情報提供 

 

 
○     
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

長寿社会政策課 

（ ２８人） 

高齢者福祉対策に関する業務のうち、高齢者施

設・介護研修センターの被害状況把握 
○      

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援（介護職員の派遣調整を含む） 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、介護予防

事業等の調整・生活不活発病予防対策 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対

応 

  ○    

健康推進課 

（ ２１人） 

各種保健対策に関する情報収集・提供・問合せ

対応 
○      

避難所等の健康・栄養状態の把握及び関係機関

との調整等 
  ○    

疾病・感染症

対策課 

（ ２１人） 

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受入調整 
○      

衛生物品等の調整・配布等  ○     

新型コロナ調整室 

（ ２３人） 

受入医療機関の業務継続可否等の確認と対応

調整 
○      

宿泊療養施設及び委託関係先等の被害状況及

び業務継続可否等の確認と対応調整                   
○      

新型コロナワクチン

接種推進室 

（ １８人） 

保管ワクチンや市町村接種会場の被害状況及

び業務継続可否の確認と対応調整           
○      

子育て社会推

進課 

（ １９人） 

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する児

童福祉施設、社会福祉施設等の安否情報、被害

状況の把握・報告 

○      

子ども・家庭

支援課 

（ １９人） 

 

 

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する児

童福祉施設、社会福祉施設等の安否情報、被害

状況の把握・報告 

○      

児童福祉対策に関する業務のうち、要保護児童

の安否確認、新たな要保護児童の把握、広域受

入調整 

○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

子ども・家庭

支援課 

（2/2 頁） 

 

要保護女子の福祉に関する業務のうち、母子生

活支援施設等の安否情報、被害状況の把握・報告 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、被災した子

どもの生活支援及び心のケアに関する支援（情

報収集、広報等） 

  ○    

妊産婦に関する情報収集、支援（物品の調達支

援、医療機関等の情報提供） 
   ○   

障害福祉課 

（ ２７人） 

障害者福祉対策に関すること（障害者施設の被

災状況の把握・報告） 
○      

障害者福祉対策に関すること（要援護障害者の

状況把握） 
○      

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

精神保健推進室 

（ １１人） 
精神保健福祉対策に関すること（心のケア対策） ○      

精神保健福祉対策に関すること（精神科入院患

者の受入調整） 
 ○     

薬務課 

（ １６人） 

医薬品（血液製剤・医療ガス含む）・医療機器

等供給体制の確保（関係団体の被災状況及び医

薬品等供給体制の把握） 

○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

医薬品（非常災害用医薬品含む）、医療機器等

の調達・斡旋及び支援医薬品等の受入・供給 
 ○     

県内血液センターの被災状況の把握・血液製剤

の確保 
 ○     

救護所等への薬剤師派遣調整   ○    

国保医療課 

（ １７人） 
関係団体の被災状況や復旧見通しの確認等 ○      

国・保険者等との連絡調整  ○     

被保険者の保険診療支援  ○     

非常時優先業務数 ２３ １９ ９ １ ０ ２ 
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【経済商工観光部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

経済商工観光

総務課 

（ １１人） 

部内の総括及び連絡調整 ○      

部内の施設管理  ○     

部内の応援職員の受入調整   ○    

災害応援従事職員の派遣  ○     

燃料の供給に関する国との調整  ○     

所管業務に関するボランティアの調整   ○    

富県宮城推進室

（  ９人） 
復旧支援策の総合的な企画  ○     

地方振興事務所との調整  ○     

企業復興支援室

（  ９人） 
企業の災害復旧の相談 ○      

被災企業の復興支援    ○   

新産業振興課

（ １９人） 
企業の災害復旧の相談   ○    

産業技術総合センターの被災状況の確認等 ○      

所管団体の被災状況の確認等  ○     

企業の復興に向けた支援策の検討等     ○  

産業立地推進課

（ ２５人） 
工業関係被害報告 ○      

計量検定所関連被害情報収集等 ○      

岩石等採石場被害情報収集等 ○      

自動車産業振興室

（  ８人） 
企業等との災害協定に基づく業務 ○      

企業の災害復旧の相談   ○    

商工金融課 

（ １６人） 

 

 

 

商業関係被害報告 ○      

燃料（灯油・軽油）の調達・供給  ○     

緊急物資輸送手段の確保（本部事務局の物資業

務に関することを含む） 
  ○    

中小企業金融対策     ○  
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

中小企業支援室

（ １２人） 
被災中小企業者の経営相談    ○   

産業人材対策課

（１９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共職業訓練業務のうち各職業訓練校訓練生

の安否把握等 
○      

公共職業訓練業務のうち各職業訓練校の施設

設備の被害状況把握・復旧等 
 ○     

職業能力開発協会との連絡調整  ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

認定職業等訓練業務のうち認定職業訓練校と

の連絡調整 
   ○   

雇用対策課

（ ２０人） 
労働福祉施設の被害状況把握    ○   

災害発生時における労使団体の調査      ○ 

観光政策課 

（ １７人） 
主要観光地の被害報告  ○     

主要観光地における措置の広報   ○    

観光客への情報発信(帰宅困難な観光客への対

応含む。) 
 ○     

国立、国定、県立等の各公園・観光施設の災害

対策 
  ○    

旅館ホテル等の宿泊施設における避難者受入

（１．５次避難） 
   ○   

観光関連事業者の復興に向けた支援策の検討     ○  

観光プロモー

ション推進室 

（ １２人） 

 

 

 

主要観光地の被害報告  ○     

主要観光地における措置の広報   ○    

観光客への情報発信(帰宅困難な観光客への対

応含む。) 
 ○     

旅館ホテル等の宿泊施設における避難者受入

（１．５次避難） 
   ○   

観光関連事業者の復興に向けた支援策の検討     ○  

国際政策課 

（ ２３人） 

 

災害時要援護者（外国人）の支援 ○      

外国人被災情報の収集及び提供 ○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

国際政策課 

（2/2 頁） 

 

みやぎ産業交流センター、仙台港貿易促進セン

ターの被害状況把握、応急対策等 
○ 

 

 
    

駐日在外公館、国際機関等との連携調整  ○     

通訳対応可能な県職員、ＣＩＲ等の確保  ○     

海外渡航に関する業務   ○    

県内ＪＥＴ青年の安否確認に関する各自治体

及びクレアとの連絡調整 
  ○    

国際ビジネス

推進室 

（ １０人） 

海外のビジネス関係者の対応  ○     

非常時優先業務数 １２ １６ １０ ８ ４ １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

【農政部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

農政総務課 

（ １９人） 
部内の施設管理業務 ○      

部内所管業務に関するボランティア調整業務    ○   

災害応援従事職員の派遣業務     ○  

農業政策室 

（ １２人） 
部内の総括及び連絡調整業務 ○      

被害情報の収集・報告業務 ○      

二次災害防止状況の取りまとめ・報告業務  ○     

食産業振興課

（ ２１人） 
食料（加工食品）供給の調整業務 ○      

卸売市場に関する業務（被害状況の把握等） ○      

食に関する産業の振興に係る業務（県内食品製

造業者への支援等） 
   ○   

農山漁村なり

わい課 

（ ２１人） 

応援業務   ○    

農業振興課 

（ ３２人） 

 

所管する地方機関の施設被害状況等の把握・報

告業務 
○      

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
○      

農業技術の改良普及に関する業務のうち農作

物被害状況の把握・報告活動への支援業務 
  ○    

被害復旧に向けた営農のうち初動調整業務    ○   

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
   ○   

農業技術の改良普及に関する業務のうち被災

農作物に対する技術対策業務 
   ○   

農業振興地域の土地利用調整及び整備に関す

ることのうち開発許可に関する相談業務 
    ○  

農地の権利関係の調整に関することのうち農

地転用に関する相談業務 
    ○  

農業技術の改良普及に関する業務のうち営農

継続のための技術対策業務 
    ○  

農業者の金融対策業務     ○  

みやぎ米推進課 食料（米穀・乾パン）供給対策業務 ○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

（ ２４人） 

 

農業関連施設及び農作物の被害情報の収集・報

告業務（米･麦･大豆に関すること） 
○      

農産物の生産及び流通に関する業務 

（米･麦･大豆に関すること） 
  ○    

農業用共同利用施設の被害報告に関する業務   ○    

植物防疫対策業務    ○   

農業公害対策業務    ○   

園芸推進課 

（ ２０人） 
食料（野菜・果実等）供給の調整業務 ○      

農業関連施設及び農作物の被害情報の収集・報

告業務（野菜・花き・果樹・養蚕に関すること） 
○      

農業気象対策業務  ○     

農産物の生産及び流通に関する業務 

（野菜・花き・果樹・養蚕に関すること） 
 ○     

畜産課 

（ ２１人） 

家畜、草地及び畜産用施設の被害情報の収集・

報告業務 
○      

食料（畜産物）供給の調整業務  ○     

家畜及び畜産物の生産及び流通対策業務     ○  

畜産業対策業務      ○ 

家畜防疫対策室

（  ６人） 
家畜防疫対策業務  ○     

農村振興課 

（ ２６人） 
所管する地方機関の被害情報の収集・報告業務 ○      

農業農村整備事業に係る企画調整及び計画に

関する業務のうち復旧体制、関係機関調整業務 
 ○     

農業農村整備事業に係る事業調整及び事業管

理計画に関する業務のうち被害状況調査等業

務(農村整備課と連携・協力） 

○      

土地改良区等の支援対策業務 ○      

農業農村整備事業に係る企画調整及び計画に

関する業務のうち国直轄災害調整業務 
 ○     

農業農村整備事業管理システム（ＮＮＧＩＳ）

に関する業務 
 ○     

農村整備課 

（ ２３人） 

 

農業農村基盤整備関係業務  ○     

農業水利施設の整備及び機能管理関係業務  ○     
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

農村整備課 

（2/2 頁） 
障害防止対策事業関係業務  ○     

農村防災対策室 

（ １１人） 
災害復旧業務   ○    

農地海岸の管理及び保全関係業務 ○      

農地・農業用施設における被害情報の収集・報

告業務 
○      

農地防災及び農地等の災害復旧並びに鉱害復

旧関係業務 
 ○     

地すべり等防止対策（農地保全に係るものに限

る）及び地すべり防止区域（農地保全のために

指定されたものに限る）関係業務 

 ○     

非常時優先業務数 １７ １３ ５ ７ ６ １ 
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【水産林政部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

水産林政総務課 

（ １４人） 

部内の施設管理業務 ○      

部内所管業務に関するボランティア調整業務    ○   

災害応援従事職員の派遣業務     ○  

水産林業政策室

（  ９人） 

 

部内の総括及び連絡調整業務 ○      

被害情報の収集・報告業務 ○      

二次災害防止状況の取りまとめ・報告業務  ○     

水産業振興課

（ ４６人） 

水産業関係の被害情報の収集・報告業務 ○      

災害時の漁業調整業務 ○      

取締船等施設の被害状況の把握 ○      

漁船対策業務  ○     

食料（水産加工品）の供給対策業務  ○     

水産業技術対策業務    ○   

水産加工・流通関係被害対策業務    ○   

水産業者の金融対策業務     ○  

水産業基盤整備課 

（ ２１人） 

水産業関連施設等被害状況の情報収集及び報

告業務（養殖施設、漁場等） 
○     

 

水産物被害状況の情報収集及び報告業務 ○      

漁港施設等の使用制限・規制措置・保安対策業務   ○    

水産物被害対策業務   ○    

漁港整備推進室

（ １１人） 

漁港施設、海岸保全施設の被害情報収集・報告業務 ○      

漁港施設における交通・輸送確保業務  ○     

漁港施設、海岸保全施設の復旧対応業務   ○    

林業振興課 

（ ２４人） 

 

 

 

 

 

 

 

林業関係及び林道の被害情報の収集・報告業務 ○      

林道復旧対策業務    ○   

燃料（木炭等）の調達・供給業務    ○   

林産施設復旧対策業務     ○  

木材の生産・流通復旧対策業務     ○  

特用林産物の生産及び流通対策支援業務     ○  

林業者の金融対策業務     ○  
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

林業振興課 

（2/2 頁） 
林業技術対策業務      

○ 

全国育樹祭推進室 

（  ５人） 
災害予防・災害応急対策業務 ○     

 

森林整備課 

（ ２８人） 

林野火災発生状況の把握・報告業務 ○      

森林（国有林を除く）の被害情報の収集・報告

及び応急対策業務 
○     

 

苗木及び苗畑施設の被害情報の収集・報告及び

応急対策業務 
○     

 

林地及び治山施設の被害情報の収集・報告 ○      

林地及び治山施設被害の応急対策業務  ○     

県有林対策業務のうち被害調査業務 ○      

県有林対策業務のうち応急対策業務  ○     

非常時優先業務数 １６ ６ ３ ５ ６ １ 
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【土木部】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

土木総務課 

（ ２３人） 
部内の施設管理に関する業務 ○      

災害応援従事職員の派遣（県機関）に関する業務  ○     

所管業務のボランティアの調整に関する業務    ○   

災害対応にかかる土木部職員の人事に関する業務    ○   

災害にかかる政府要望及び予算対策業務     ○  

災害対応にかかる部内の予算編成・事業執行に

関する業務 
    ○  

土木・建築行政推進計画に関する業務      ○ 

事業管理課 

（ ２２人） 
建設資機材の供給対策に関する業務  ○     

所管情報システムの被害確認及び復旧に関す

る業務 
  ○    

応急工事等の契約のための積算基準等策定に

関する業務 
   ○   

建設業経営事項審査に関する業務     ○  

用地課 

（ １０人） 
用地管理システムに関する事務   ○    

用地取得の総合調整に関する業務     ○  

道路課 

（ ３４人） 
第１～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供 ○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

特殊車両通行許可に関する業務     ○  

所管道路情報システムの被害確認及び復旧に

関する業務 
○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

応急復旧箇所検討・応急復旧工事への指導・助言  ○     

河川課 

（ ３４人） 

 

 

ダムの被災状況確認・情報提供 ○      

海岸、河川の被災状況確認・情報提供 ○      

所管情報システムの被害確認及び復旧に関する業務 ○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

河川課 

（2/2 頁） 
水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

ダム、海岸、河川の二次災害防止対策に関する業務  ○     

防災砂防課 

（ １９人） 
土木部内の総括及び連絡調整に関する業務 ○      

公共土木施設の被災状況調査・集計・報告 ○      

防災協定締結機関への連絡 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

所管情報システムの被害確認及び復旧に関す

る業務 
○      

災害時における市町村支援に関する業務  ○     

砂防関係団体への応援要請    ○   

災害復旧・査定に関する業務    ○   

港湾課 

（ ２５人） 
港湾における被災状況調査・情報提供 ○      

港湾における二次被害の防止に関する業務   ○    

港湾における交通・輸送の確保に関する業務   ○    

港湾施設等の使用制限・規制措置・保安対策   ○    

港湾施設等の応急復旧に関する業務    ○   

空港臨空地域課 

（ １４人） 

仙台空港・仙台空港アクセス鉄道の被災状況調

査・情報提供 
○      

空港周辺の管理施設（公園・防災調整池）の被

災状況調査・情報提供 
○      

仙台空港・仙台空港アクセス鉄道に関する各種

問い合わせへの対応・情報提供 
 ○     

仙台空港・仙台空港アクセス鉄道からの各種要

望への対応・災害にかかる政府要望 
    ○  

都市計画課 

（ ４２人） 

 

 

 

 

 

施工中の街路、公園緑地施設に関する被災状況

調査・情報提供 
○      

人命救助、応急復旧のための公園施設提供に関

する業務 
○      

防災協定締結機関への連絡 ○      

下水道処理施設の被災状況調査・情報提供 ○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

都市計画課 

（2/2 頁） 

 

下水道対策本部設置業務 ○      

下水道対策に関する関係団体等との連絡・支援

調整業務 
  ○    

建築宅地課 

（ ２５人） 

 

被災建築物の応急危険度判定に関する業務 ○      

宅地被害の危険度判定に関する業務 ○      

仮設建築物に対する制限の緩和の区域の指定

に関する業務 
 ○     

市街地における建築制限の区域の指定に関す

る業務 
 ○     

住宅の応急修理制度の技術的支援に関する業務    ○   

民間賃貸住宅の空き室情報の収集に関する業務    ○   

宅地建物取引業法関係業務    ○   

宅地被害者に対する緊急対策事業の支援に関

する業務 
    ○  

住宅課 

（ ２４人） 

公的住宅（県営・市町村・ＵＲ・公社住宅）の

被害状況調査・情報提供 
○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

仮設住宅の確保対策に関する業務  ○     

公的住宅の確保対策に関する業務  ○     

県営住宅被害の復旧に関する業務    ○   

営繕課 

（ ２６人） 

施工中箇所の被災状況確認及び応急復旧対策

に関する業務 
○      

県有施設建築物に関する復旧支援業務  ○     

設備課 

（ １２人） 

施工中箇所の被災状況確認及び応急復旧対策

に関する業務 
○      

県有施設建築物の設備に関する復旧支援業務  ○     

非常時優先業務数 ２６ １５ ７ １０ ７ １ 
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【出納局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

会計課 

（ ３５人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局内の総括及び連絡調整業務 ○      

局内の施設管理業務（財務会計システム等の被

害把握、復旧） 
○      

指定金融機関等の被害把握、復旧確認業務  ○     

会計事務相談・指導業務（災害発生による相談対応）  ○     

支出命令審査業務（災害発生による相談対応含む）  ○     

出納業務（災害発生による相談対応含む）  ○     

給与の支出及び給与・旅費に係る会計事務指導

業務（災害発生による相談対応含む） 
 ○     

資金管理及び収支計画業務（災害発生による相

談対応含む） 
  ○    

国費会計業務（災害発生による相談対応含む）   ○    

収入証紙業務（災害発生による相談対応含む）   ○    

所管業務におけるボランティアの調整業務    ○   

災害応援従事職員の派遣業務    ○   

会計指導検査室 

（ １２人） 

会計事務の相談・指導業務（災害発生による相

談対応） 
 ○     

応援業務   ○    

契約課 

（ ２５人） 
システム管理運営 ○      

建設工事入札関係業務   ○    

物品調達等入札関係業務   ○    

応援業務   ○    

入札参加登録業務    ○   

検査課 

（ １７人） 

 

 

 

初動人員調整業務 ○      

応援業務   ○    

県工事検査業務のうち検査管理システム保全業務   ○    

県工事検査業務のうち検査事務管理業務    ○   

非常時優先業務数 ４ ６ ９ ４ ０ ０ 
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【企業局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

公営事業課 

（ １７人） 
部内の総括及び連絡調整業務 ○      

アクセル及び所管土地の被害状況の取りまと

め・報告業務 
○      

アクセル入居企業及び土地借受者等への対応業務  ○     

所管業務に関するボランティアの調整業務   ○    

応援業務   ○    

アクセル及び所管土地の災害復旧に関する業務    ○   

水道経営課 

（ ２６人） 

水道・下水道関連施設の被害状況の取りまと

め・報告業務 
○      

関係課、市町村及び工業用水道ユーザーとの連

絡調整・情報提供業務 
 ○     

水道・下水道関連施設の災害復旧に関する業務   ○    

関係団体との応援協定等に基づく応援要請   ○    

下水道対策に関する関係団体等との連絡・支援調整    ○    

通水計画の検討及び策定・公表業務    ○   

本格復旧に関する検討業務      ○ 

非常時優先業務数 ３ ２ ５ ２ ０ １ 
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【教育庁】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

総務課 

（ ２１人） 
部内の総括及び連絡調整業務 ○      

災害広報対策業務  ○     

教職員・家族等の安否確認取りまとめ業務  ○     

部内の所管施設対策に関すること  ○     

災害応援従事職員の派遣調整業務   ○    

部内の応援職員の受入調整に関すること   ○    

部内の所管業務に関するボランティアの調整業務    ○   

教育企画室 

（ １１人） 
応援業務   ○    

福利課 

（ １２人） 

教職員宿舎の維持管理及び営繕に関する業務

のうち教職員宿舎施設状況確認業務 
○      

公立学校共済組合及び教職員互助会に関する

業務のうち共済組合所管施設状況確認業務 
○      

教職員の福利厚生に関する業務  ○     

公立学校共済組合及び教職員互助会に関する

業務のうち各システム稼働状況確認及び共済

本部との連絡調整 

 ○     

教職員課 

（ ３５人） 
教職員の確保対策に関する業務   ○    

職員及び県費負担教職員（教育職員に限る）の

人事に関する業務のうち応援態勢に関する業務 
  ○    

職員及び県費負担教職員の勤務条件に関する業務    ○   

義務教育課 

（ ２１人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村立学校の連絡調整のうち、児童生徒・教

職員及び施設の被害状況並びに休校等の状況

の把握・報告 

○      

市町村立学校の平常運営確保のうち、避難所に

関する状況把握及び運営支援 
 ○     

市町村立学校の平常運営確保のうち、学校にお

ける授業再開時期等について、市町村を交えて

検討 

 ○     

市町村立学校の平常運営確保のうち、学校にお

ける教材、児童生徒の学用品の要望調査・確保 
   ○   
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

義務教育課 

（2/2 頁） 

市町村立学校の平常運営確保のうち、児童生徒

の心のケアに関する支援 
   ○   

高校教育課 

（ ３１人） 

県立中高校・宮城丸の生徒・教職員及び施設等

の被災状況の把握と報告（現地調査含む。） 
○      

県立高校・中学校の避難所としての運営支援

（現地調査含む） 
 ○     

県立高校・中学校の授業再開時等の検討  ○     

被災地の高校教育確保及び教職員・カウンセラ

ー等の動員 
   ○   

高校財務・就

学支援室 

（ １０人） 

県立高校・中学校の生徒・教職員及び施設等の

被災状況の把握と報告（現地調査含む。） 
○      

授業再開時に必要な教科書等学用品の要望調

査（就学資金等の要望調査含む） 
   ○   

特別支援教育課 

（ １９人） 

県立特別支援学校の連絡調整業務のうち児童

生徒・教職員及び施設の被害状況の把握業務 
○      

県立特別支援学校の平常運営確保業務のうち

避難所としての運営支援業務 
 ○     

県立特別支援学校の平常運営確保業務のうち

対応職員の宿泊及び食糧確保業務 
 ○     

県立特別支援学校の平常運営確保業務のうち

学校における授業再開時期の検討業務 
   ○   

県立特別支援学校の平常運営確保業務のうち

被災地の特別支援教育の確保及び教職員の動員業務 
   ○   

施設整備課 

（ １９人） 

公立学校施設（県・市町村）の被害状況の把握・

報告業務 
○      

市町村立学校施設の復旧に関する教育委員会と

の調整業務 
 ○     

公立学校施設（県・市町村）災害復旧事業に関す

る文科省との調整業務 
 ○     

緊急的な使用申請に対し、県立学校施設の使用

許可・承認対応 
  ○    

県立学校の応急復旧対応業務    ○   

保健体育安全課 

（ ２０人） 
学校保健・安全及び給食対策業務   ○    

学用品等に関する義援物資の受入れ業務   ○    

生涯学習課

（ ２５人） 

 

県立社会教育施設の被害状況の把握・報告業務 ○      

県内社会教育施設の被害状況の把握・報告業務 ○      
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課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

生涯学習課 

（2/2 頁） 
県内社会教育施設の避難所運営状況の把握・報告業務  ○     

文化財課 

（ ２９人） 
所管県立施設の被害状況の把握・報告 ○      

文化財対策業務のうち国宝、国・県指定文化財

の被害状況把握業務 
 ○     

文化財レスキュー・文化財ドクター派遣などの

支援要請業務 
  ○    

文化財対策業務のうち復旧復興事業に係る埋

蔵文化財の取扱い検討業務 
   ○   

文化財対策業務のうち市町村指定文化財の被

害状況把握業務 
    ○  

非常時優先業務 １１ １５ ９ １０ １ ０ 
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【人事委員会事務局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

総務課 

（ １６人） 
職員採用試験業務 ○      

人事委員会業務  ○     

応援業務   ○    

庶務・経理業務    ○   

人事委員会勧告・報告業務    ○   

非常時優先業務数 １ １ １ ２ ０ ０ 

 

【監査委員事務局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

総務課 

監査チーム 

（ ２２人） 

監査・検査等日程調整業務 ○      

応援業務   ○    

非常時優先業務数 １ ０ １ ０ ０ ０ 

 

【労働委員会事務局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

審査調整課 

（ １２人） 
応援業務   ○    

庶務、予算、決算及び経理に関すること    ○   

不当労働行為の審査に関すること    ○   

争議行為のあっせん、調停及び仲裁に関するこ

と、争議行為の発生届及び予告に関すること 
   ○   

個別労使紛争のあっせんに関すること    ○   

労働相談に関すること    ○   

非常時優先業務数 ０ ０ １ ５ ０ ０ 
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【議会事務局】 

課室名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各課室共通 ※初動共通業務 ○      

総務課 

（ １６人） 
県議会災害情報連絡事務局業務 ○      

議長及び副議長との連絡調整業務  ○     

情報連絡事務局業務のうち議場・委員会室等の

安全確認業務 
 ○     

緊急通行証申請関係業務    ○   

他都道府県議会・全国議長会との調整業務    ○   

議事課 

（ １２人） 
県議会災害情報連絡事務局業務 ○      

各会派代表者会議に関する業務  ○     

全員協議会に関する業務    ○   

本会議・委員会等に関する業務    ○   

政務調査課

（ １１人） 

 

県議会災害情報連絡事務局業務 ○      

特別委員会の設置等に関する業務   ○    

国・県等に対する要望・要請活動に関する業務    ○   

非常時優先業務数 ３ ３ １ ５ ０ ０ 
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別表２ 

非常時優先業務一覧表（地方機関） 

  

※ 初動共通業務 

◆職員等の安否確認 ◆指揮命令系統の確立 ◆執務室の被害把握、復旧 ◆災害対策本部対応 

 

【総務部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

公務研修所 

（  ７人） 
研修生等の安否確認 ○      

施設の被害状況の把握  ○     

施設の応急復旧等  ○     

研修の延期調整等   ○    

公文書館 

（  ３人） 

 

来館者の安全確認及び避難誘導業務 ○      

事務室及び書庫の被災状況の確認業務 ○      

所蔵文書（歴文）の被害状況の把握    ○   

大河原県税事務所 

（ ２１人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村へ

の調査支援（助言及び相談を含む）に関すること。 
    ○  

仙台南県税事務所 

（ ２８人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村へ

の調査支援（助言及び相談を含む）に関すること。 
    ○  

仙台中央県税事務所 

（ ５４人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

税の措置に関すること。（他事務所への業務支援）     ○  

仙台北県税事務所 

（ ４５人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

塩釜県税事務所 

（ ２３人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

北部県税事務所 

（ ２７人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

北部県税事務所

栗原地域事務所 

（  ７人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

東部県税事務所 

（ ２７人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

東部県税事務所

登米地域事務所 

（  ８人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

気仙沼県税事務所 

（ １４人） 

税の措置に関すること。（県税の減免・猶予制

度適用照会対応・広報） 
  ○    

要請を受けた住家被害認定調査に係る市町村

への調査支援（助言及び相談を含む）に関する

こと。 

    ○  

非常時優先業務数 ３ ２ １１ １ １１ ０ 
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【復興・危機管理部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

消防学校 

（ １８人） 

 

 

教育訓練業務のうち、学生（消防職・団員等）

及びＰＦＩ事業者の安否確認等 
○      

教育訓練業務のうち、校内施設設備の被害状

況確認調査・応急措置・復旧等 
 ○     

地域避難所及び緊急消防援助隊の野営場所と

しての受入準備等 
 ○     

教育訓練業務のうち、学生の寮生活の維持・各

種対応 
 ○     

教育訓練業務のうち、学生の所属する消防本

部(局)･市町村の被害状況の把握 
 ○     

教育訓練業務のうち、訓練再開に向けての検

討・準備 
   ○   

防災ヘリコプター

管理事務所 

（ １１人） 

事務局運営業務（ヘリコプター運用調整グループ） ○      

防災ヘリコプター運航業務（うち情報収集・偵察活動） ○      

防災ヘリコプター運航業務（うち救助・救急活動）  ○     

環境放射線監

視センター 

（ １０人） 

原子力発電所周辺地域等の環境放射線監視に

関すること 
○      

非常時優先業務数 ４ ５ ０ １ ０ ０ 
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【環境生活部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

保健環境センター 

（ ５２人） 
庁舎、施設・設備の被害状況の把握 ○      

検査・分析装置等の被害状況の把握 ○      

検査・分析装置等の修繕、校正等に関する業務 ○      

保存病原体の被害状況の確認及び対応 ○      

有害物質流出（公共用水域）対策業務に係る検

査（体勢確保を含む） 
○      

庁舎、施設・設備の修繕に関する業務   ○    

大気汚染事故対策業務に係る大気質の測定（体

勢確保を含む） 
   ○   

食中毒対策業務における検査（体勢確保を含む）     ○  

食肉衛生検査所 

（ ２６人） 
庁舎施設の被害状況把握、復旧対応業務 ○      

検査機器の被害状況把握、復旧対応業務 ○      

と畜場及び食鳥処理場の衛生指導業務  ○     

と畜検査及び食鳥検査業務      ○ 

動物愛護センター 

（  ８人） 

動物保護対策業務のうち災害時被災動物救護

本部の設置 
 ○     

動物保護対策業務のうち動物関係救護物資の

取りまとめ業務 
   ○   

非常時優先業務数 ７ ２ １ ２ １ １ 
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【保健福祉部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

仙南保健福祉

事務所 

（ ６９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

【地域保健福祉部】       

県指定の管内高齢者施設の被害状況把握・報告 ○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する

「公立認可保育所」「認可外保育施設」の安否

情報、被害状況の把握・報告 

○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙南保健福祉

事務所 

（2/2 頁） 

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対

応 

  ○    

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

【環境衛生部】       

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
 ○     

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認   ○    

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
   ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

仙台保健福祉

事務所 

（ ７３人） 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台保健福祉

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

【地域保健福祉部】       

県指定の管内高齢者施設の被害状況把握・報告 ○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状 

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する

「公立認可保育所」「認可外保育施設」の安否

情報、被害状況の把握・報告 

○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対

応 

  ○    

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

【環境衛生部】       

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台保健福祉

事務所 

（3/3 頁） 

 

 

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
 ○     

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認   ○    

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
   ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

仙台保健福祉

事務所岩沼支

所 

（ ２８人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生時） ○      

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台保健福祉

事務所岩沼支

所 

（2/2 頁） 

 

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
 ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
   ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

仙台保健福祉

事務所黒川支

所 

（ １４人） 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台保健福祉

事務所黒川支

所 

（2/2 頁） 

 

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

衛生物品等の調整等   ○    

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
  ○    

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容、

問い合わせ対応業務 
  ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

北部保健福祉

事務所 

（ ７３人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

【地域保健福祉部】       
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部保健福祉

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県指定の管内高齢者施設の被害状況把握・報告 ○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する

「公立認可保育所」「認可外保育施設」の安否

情報、被害状況の把握・報告 

○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対応 
  ○    

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

【環境衛生部】       

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部保健福祉

事務所 

（3/3 頁） 

 

 

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
 ○     

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認   ○    

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
   ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

北部保健福祉

事務所栗原地

域事務所 

（ ２１人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生 

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部保健福祉

事務所栗原地

域事務所 

（2/2 頁） 

 

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策   ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

東部保健福祉

事務所 

（ ６０人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

市町村コーディネーターの派遣  ○     

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

医療機関の情報収集・情報提供  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

【地域保健福祉部】       

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
○      

県指定の管内高齢者施設の被害状況把握・報告 ○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する

「公立認可保育所」「認可外保育施設」の安否

情報、被害状況の把握・報告 

○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部保健福祉

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対

応 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援 

   ○   

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

【環境衛生部】       

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
 ○     

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況・仮

設トイレ所要数、廃棄物発生確認 
  ○    

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部保健福祉

事務所 

（3/3 頁） 

 

被災食品営業施設の衛生対策    ○   

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
   ○   

死亡獣畜取扱場以外における死亡獣畜の埋葬

許可（化製場等に係る法律） 
    ○  

東部保健福祉

事務所登米地

域事務所 

（ ２４人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コーディネーターの派遣 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

市町村の被災状況の情報を集約・共有化  ○     

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    



60 

 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部保健福祉

事務所登米地

域事務所 

（2/2 頁） 

 

 

 

 

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策    ○   

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

気仙沼保健福

祉事務所 

（ ３９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村の被災状況の情報を集約・共有化 ○      

所災害対策本部の立ち上げ・運営・関係機関と

の調整等 
○      

地域災害医療支部の立ち上げ・運営・関係機関

との調整等 
○      

医療機関の情報収集・情報提供 ○      

応援・派遣公衆衛生スタッフの派遣調整    ○   

市町村コーディネーターの派遣 ○      

公衆衛生活動スタッフ業務   ○    

【地域保健福祉部】       

県指定の管内高齢者施設の被害状況把握・報告 ○      

各種感染症対策に関する情報収集・提供・問合

せ対応 
○      

在宅重症難病患者（人工呼吸器等使用者）の状

況確認及び医療機関等との受け入れ調整 
○      

児童福祉対策に関する業務のうち、所管する

「公立認可保育所」「認可外保育施設」の安否

情報、被害状況の把握・報告 

○      

配偶者からの暴力被害者等の婦人保護業務（発

生時） 
○      

精神保健福祉法第２３条等の通報対応（発生

時） 
○      

被保護者対策に関する業務（災害時要援護者の

安否に関する情報収集等） 
 ○     

衛生物品等の調整等  ○     

障害者福祉対策に関すること（精神科入院患者

の受入調整） 
 ○     
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼保健福

祉事務所 

（2/2 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者福祉対策に関すること（施設受入調整）  ○     

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉避難

所における要介護高齢者・認知症高齢者等への

対応支援 

  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設の受

け入れ調整 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、福祉用具

の物品調整（福祉避難所への物品調整を含む） 
  ○    

高齢者福祉対策に関する業務のうち、施設等の

災害復旧や介護保険制度の特例措置等への対

応 

  ○    

生活困窮者の自立支援に関する業務      ○ 

【環境衛生部】       

医薬品卸売販売業等の被災状況及び医薬品等

供給体制の把握 
○      

給水対策業務のうち水道施設被害状況確認業

務 
○      

環境公害対策業務のうち有害物質流出（公共用

水域）対策業務 
○      

廃棄物処理施設・し尿処理施設の被害状況確認  ○     

毒物劇物対策業務（毒物劇物保管施設の被災状

況の把握、毒物劇物流出対応） 
○      

埋葬・火葬対策業務のうち火葬場・墓地等の被

害状況確認 
  ○    

有害物質取扱特定施設等の被害状況確認及び

指導業務 
  ○    

被災食品営業施設の衛生対策    ○   

被災動物（飼い主不明の犬・猫）の保護・収容・

問い合わせ対応業務 
   ○   

動物関係救護物資のとりまとめ業務    ○   

生活衛生対策業務のうち衛生害虫対策業務     ○  

死亡獣畜の埋却等許可     ○  

被災建築物の解体等に伴う特定粉じん排出等

作業対応業務 
    ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

高等看護学校 

（ １２人） 

 

 

庁舎・設備の被害状況把握 ○      

学生の安否確認 ○      

実習先・講師の状況把握   ○    

今後の学校運営の方針の確立    ○   

施設復旧作業、代替施設・手段の確保   ○    

教育再開    ○   

子ども総合セ

ンター 

（ ２４人） 

診療業務、子どもデイケア業務及び研修会開催

の中止連絡に関する業務 
○      

診療所での診療業務    ○   

診療室での診療業務及び子どもデイケア業務     ○  

中央児童相談

所 

（ ７０人） 

一時保護児童の安否確認 ○      

一時保護児童の避難誘導及び保護 ○      

施設入所児童の安否確認 ○      

里親委託児童の安否確認 ○      

虐待通告対応 ○      

判定指導班業務      ○ 

北部児童相談

所 

（ ２９人） 

庁舎・設備の被害把握、復旧 ○      

施設入所児童の安否確認 ○      

里親委託児童の安否確認 ○      

虐待通告対応（当所業務） ○      

心理支援班業務（当所業務）      ○ 

東部児童相談

所 

（ ２７人） 

施設入所児童の安否確認 ○      

里親委託児童の安否確認 ○      

虐待通告対応（当所業務） ○      

判定指導班業務（当所業務）     ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部児童相談

所気仙沼支所 

（  ７人） 

施設入所児童の安否確認 ○      

里親委託児童の安否確認 ○      

虐待通告対応（当所業務） ○      

判定指導班業務（当所業務）     ○  

女性相談セン

ター 

（  ８人） 

 

 

 

 

一時保護所の入所者安否確認及び建物被害状

況等の確認業務 
○      

併設施設との安全確保のための連絡・調整業務  ○     

一時保護所等入所者の食糧確保業務（給食委託

業者との連絡・調整等） 
  ○    

一時保護所安全確保業務（委託警備会社との連

絡調整及び通報機器等の作動確認） 
  ○    

精神不安定となる一時保護所入所者等への対

応や関係機関との連絡・調整 
  ○    

さわらび学園 

（ ２７人） 
入所児童の避難・安全確保 ○      

入所児童の生活指導  ○     

入所児童の給食  ○     

入所児童の学科指導     ○  

リハビリテー

ション支援セ

ンター 

（ ３７人） 

 

外来診療業務及び障害者検診業務の中止連絡

や調整に関する業務 
 ○     

面接相談予約者への延期連絡及び手帳の再発

行 
  ○    

福祉用具等の集積、管理及び配送調整等    ○   

被災市町村の保健活動支援(リハ専門職種の活

動に関するもの）に対する技術的支援 
   ○   

リハ専門職の派遣・派遣調整    ○   

精神保健福祉

センター 

（ １９人） 

 

 

 

 

 

精神保健及び精神障害者の福祉に係る技術指

導及び援助に関すること。（ＤＰＡＴ等調整） 
○      

精神保健及び精神障害者の福祉に係る相談指

導及び助言に関すること。（心の相談電話、災

害ホットラインの開設） 

   ○   

自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者

保健福祉手帳に関すること。 
   ○   

精神医療審査会に関すること。    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

精神保健福祉

センター 

（2/2 頁） 

外来患者の診療に関すること。     ○  

非常時優先業務数 １２２ ５６ ６５ ３８ ２３ ８ 
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【経済商工観光部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

大河原地方振

興事務所 

（１０１人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

災害情報の収集・報告等に関すること  ○     

庁舎管理業務  ○     

合同庁舎の被害状況把握  ○     

合同庁舎の営繕に関する業務  ○     

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

岩石等採石場被害情報収集等  ○     

県民相談に関することのうち電話対応業務    ○   

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務    ○   

高圧ガス等に関すること     ○  

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食料供給対策に関すること  ○     

商工業対策に関すること   ○    

その他の商工労政対策に関すること    ○   

中小企業の経営相談に関すること     ○  

商工団体との連絡に関すること    〇   

その他の商工労政対策に関すること     ○  

〔農業振興部〕       



66 

 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

大河原地方振

興事務所 

（2/2 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管する地区の営農者の被害情報の集中・調査

に関すること 
 ○     

補助事業等で導入した機械・施設の被災状況の

情報収集・調査に関すること 
 ○     

農作物の被災状況の情報収集・調査に関するこ

と 
  ○    

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

すること 
   ○   

被災農作物に対する技術対策業務に関するこ

と 
   ○   

被災農家に対する営農継続相談業務に関する

こと 
   ○   

〔畜産振興部〕       

家畜・草地及び畜産用施設の被害状況の情報収

集・調査 
 ○     

家畜防疫対策業務  ○     

食料（畜産物）供給の調整業務  ○     

畜産業の相談支援業務  ○     

家畜及び畜産物の生産及び流通対策業務     ○  

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設の被害状況の情報収集・調査

に関すること 
○      

地すべり等防止対策（農地保全に係るものに限

る）及び地すべり防止区域（農地保全のために

指定されたものに限る）関係業務 

○      

農地防災並びに農地等の災害復旧及び鉱害復

旧関係業務 
 ○     

〔林業振興部〕       

林道・林業・林地の被害状況の情報収集・調査

に関すること 
○      

県有林の被害状況調査に関すること  ○     

被災した林道・林業・林地の復旧業務に関する

こと 
 ○     

被災した県有林の応急対策に関すること  ○     
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台地方振興

事務所 

（１５７人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

災害情報の収集・報告等に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      

高圧ガス等に関すること ○      

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者（職員を除く）対応業務 ○      

合同庁舎の被害状況把握 ○      

岩石等採石場被害情報収集等 ○      

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

県民相談に関することのうち電話対応業務   ○    

合同庁舎の営繕に関する業務   ○    

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務   ○    

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食料供給対策に関すること  ○     

商工業対策に関すること   ○    

〔農業振興部〕       

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
 ○     

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
 ○     

農業関連施設及び農作物の被害情報の収集・報

告業務 
 ○     

農業用共同利用施設の被害報告に関する業務   ○    
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台地方振興

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卸売市場に関する業務（被害状況の把握等）   ○    

農業技術の改良普及に関する業務のうち被災

農作物に対する技術対策業務 
  ○    

農産物の生産及び流通に関する業務   ○    

農林水産業者の金融対策業務    ○   

農業技術の改良普及に関する業務のうち営農

継続のための技術対策業務 
   ○   

農業気象対策業務    ○   

植物防疫対策業務    ○   

農業公害対策業務    ○   

農業振興地域の土地利用調整及び整備に関す

ることのうち開発許可に関する相談業務 
    ○  

農地の権利関係の調整に関することのうち農

地転用に関する相談業務 
    ○  

〔亘理農業改良普及センター〕       

当所内施設被害状況等の把握・報告業務 ○      

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
 ○     

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
 ○     

農業技術の改良普及に関する業務のうち被災

農作物に対する技術対策業務 
  ○    

農業技術の改良普及に関する業務のうち営農

継続のための技術対策業務 
   ○   

〔畜産振興部〕       

家畜、草地及び畜産用施設の被害情報の収集・

報告業務 
○      

家畜防疫対策業務  ○     

病性鑑定業務  ○     

家畜及び畜産物の生産及び流通対策業務     ○  

畜産業対策業務      ○ 
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台地方振興

事務所 

（3/3 頁） 

 

 

 

 

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設における被害情報の収集・調

査報告業務 
○      

農地海岸の管理及び保全関係業務 ○      

土地改良区等の支援対策業務 ○      

復旧体制、関係機関調整業務 ○      

応急工事発注業務    ○   

〔林業振興部〕       

林業関係及び林地被害情報の収集・報告及び応

急対策業務（林道、治山施設含む） 
○      

林野火災発生状況の把握・報告業務 ○      

県有林被害状況の把握・報告業務   ○    

特用林産物の生産及び流通対策支援業務    ○   

〔水産漁港部〕       

水産業関係施設等被害状況の情報収集及び調

査に関すること 

（漁船、漁具、養殖施設、漁場等） 

○      

水産物被害状況の情報収集及び調査に関する

こと（水産物、組合在庫品等） 
○      

漁港施設、海岸保全施設の被害状況の情報収集

及び調査に関すること 
○      

食料（水産加工品）の供給対策業務に関するこ

と 
 ○     

漁船対策業務に関すること  ○     

北部地方振興

事務所 

（１３０人） 

 

 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

災害情報の収集・報告等に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      

高圧ガス等に関すること ○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部地方振興

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

職員宿舎の被害状況確認・報告 ○      

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者（職員を除く）対応業務 ○      

合同庁舎の被害状況把握 ○      

岩石等採石場被害情報収集等 ○      

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

県民相談に関することのうち電話対応業務   ○    

合同庁舎の営繕に関する業務   ○    

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務   ○    

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食料（加工食品）供給の調整業務  ○     

商工業対策に関すること   ○    

〔農業振興部〕       

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
○      

食料（米穀・野菜・果実等）供給対策業務 ○      

農業技術の改良普及に関する業務 

（農作物被害状況の把握・報告活動業務） 
  ○    

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
   ○   

農業技術の改良普及に関する業務 

（被害農作物に対する技術対策業務） 
   ○   

植物防疫対策業務    ○   

農業公害対策業務    ○   

農業振興地域の土地利用調整及び整備に関す

ること（開発許可に関する相談等） 
    ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部地方振興

事務所 

（3/3 頁） 

 

 

農地の権利関係の調整に関すること 

（農地転用に関する相談等） 
    ○  

農業技術の改良普及に関する業務 

（営農継続のための技術対策業務） 
    ○  

農林水産業者の金融対策業務     ○  

〔畜産振興部〕       

畜産業対策業務     ○  

家畜・畜産物の生産及び流通対策業務   ○    

家畜防疫対策業務  ○     

家畜・草地及び畜産用施設の被害状況の情報収

集・報告業務 
○      

食料（畜産物）供給の調整業務    ○   

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設における被害情報の収集・報

告業務 
○      

施工中現場の被害情報収集・現地調査業務 ○      

施工中現場の応急復旧対応業務   ○    

大崎地方ダム総合事務所応援業務 

（岩堂沢ダム・二ツ石ダム関連） 
  ○    

〔林業振興部〕       

森林・林業・林産等の被害情報の収集・報告及

び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の被害情報の収集・報告

及び応急対応業務 
○      

林野火災発生状況・林地開発箇所等の被災状況

の把握・報告業務及び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の復旧対策業務     ○  

林業・林産・特用林産関係の生産流通施設等の

復旧対策業務 
    ○  

災害時の緊急許認可業務     ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部地方振興

事務所栗原地

域事務所 

（ ７７人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

災害情報の収集・報告等に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      

高圧ガス等に関すること    ○   

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

職員宿舎の被害状況確認・報告    ○   

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者（職員を除く）対応業務  ○     

合同庁舎の被害状況把握 ○      

岩石等採石場被害情報収集等    ○   

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

県民相談に関することのうち電話対応業務   ○    

合同庁舎の営繕に関する業務   ○    

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務    ○   

圏域防災拠点の運営等に関すること  ○     

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食料（加工食品）供給の調整業務  ○     

商工業対策に関すること    ○   

〔農業振興部〕       

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
○      

食料（米穀・野菜・果実等）供給対策業務 ○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部地方振興

事務所栗原地

域事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農作物被害状況の把握・報告活動業務   ○    

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
   ○   

被害農作物に対する技術対策業務    ○   

植物防疫対策業務    ○   

農業公害対策業務    ○   

農業振興地域の土地利用調整及び整備に関す

ること（開発許可に関する相談等） 
    ○  

農地の権利関係の調整に関すること 

（農地転用に関する相談等） 
    ○  

営農継続のための技術対策業務     ○  

農林水産業者の金融対策業務     ○  

〔畜産振興部〕       

畜産業対策業務 ○      

家畜・畜産物の生産及び流通対策業務  ○     

家畜防疫対策業務  ○     

家畜・草地及び畜産用施設の被害状況の情報収

集・報告業務 
 ○     

食料（畜産物）供給の調整業務    ○   

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設における被害情報の収集・報

告業務 
○      

施工中現場の被害情報収集・現地調査業務 ○      

地すべり等防止対策（農地保全に係るものに限

る）及び地すべり防止区域（農地保全のために

指定されたものに限る）関係業務 

○ 

 

     

施工中現場の応急復旧対応業務   ○    

栗駒ダム管理事務所応援業務（ダム関連）   ○    

〔林業振興部〕       
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部地方振興

事務所栗原地

域事務所 

（3/3 頁） 

 

 

 

森林・林業・林産等の被害情報の収集・報告及

び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の被害情報の収集・報告

及び応急対応業務 
○      

林野火災発生状況・林地開発箇所等の被災状況

の把握・報告業務及び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の復旧対策業務     ○  

林業・林産・特用林産関係の生産流通施設等の

復旧対策業務 
    ○  

災害時の緊急許認可業務     ○  

東部地方振興

事務所 

（１２９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

災害情報の収集・報告等に関すること  ○     

職員宿舎の被害状況確認・報告  ○     

庁舎管理業務  ○     

合同庁舎の被害状況把握 ○      

合同庁舎の営繕に関する業務  ○     

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保 ○      

岩石等採石場被害情報収集等  ○     

圏域防災拠点の運営に関すること   ○    

県民相談に関することのうち電話対応業務    ○   

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務    ○   

高圧ガス等に関すること（登米地域部を除く）     ○  

〔地方振興部〕       
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部地方振興

事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

みやぎ東日本大震災津波伝承館の展示施設の

被害状況把握 
○      

食料供給対策に関すること  ○     

商工業対策に関すること  ○     

商工団体との連絡に関すること    ○   

中小企業の経営相談に関すること     ○  

その他の商工労政対策に関すること     ○  

〔農業振興部〕       

所管する地区の営農者の被害情報収集・調査に

関すること 
○      

農作物状況の被災状況の情報収集・調査に関す

ること 
 ○     

補助事業等で導入した機械・施設の被災状況の

情報収集・調査に関すること 
 ○     

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

すること 
   ○   

被災農作物に対する技術対策業務に関するこ

と 
   ○   

被災農家に対する営農継続相談業務に関する

こと 
   ○   

農業者の金融対策業務     ○  

農地等の権利関係及び土地利用調整に関する

こと 
   ○   

〔畜産振興部〕       

家畜、草地及び畜産用施設の被害情報の収集・

報告業務 
○      

家畜防疫対策業務  ○     

家畜及び畜産物の生産及び流通対策業務     ○  

畜産業対策業務      ○ 

〔農業農村整備部〕       
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部地方振興

事務所 

（3/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地・農業用施設における被害情報の収集・調

査報告業務 
○      

復旧体制、関係機関調整業務 ○      

農地海岸の管理及び保全関係業務  ○     

土地改良区等の支援対策業務  ○     

応急工事発注業務    ○   

〔林業振興部〕       

森林・林業・林産等の被害情報の収集・報告及

び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の被害情報の収集・報告

及び応急対応業務 
○      

林野火災発生状況・林地開発箇所等の被災状況

の把握・報告業務及び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の復旧対策業務     ○  

林業・林産・特用林産関係の生産流通施設等の

復旧対策業務 
    ○  

災害時の緊急許認可業務     ○  

〔水産漁港部〕       

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

水産業関係施設等被害状況の情報収集及び調

査に関すること（漁船、漁具、養殖施設、漁場等） 
○      

水産物被害状況の情報収集及び調査に関する

こと（水産物、組合在庫品等） 
○      

漁港施設、海岸保全施設の被害状況の情報収集

及び調査に関すること 
○   ○   

食料（水産加工品）の供給対策業務に関すること   ○     

漁船対策業務に関すること    ○   

東部地方振興

事務所登米地

域事務所 

（ ７１人） 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

災害情報の収集・報告等に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部地方振興

事務所登米地

域事務所 

（2/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

職員宿舎の被害状況確認・報告 ○      

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者（職員を除く）対応業務 ○      

合同庁舎の被害状況把握 ○      

岩石等採石場被害情報収集等 ○      

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保  ○     

県民相談に関することのうち電話対応業務   ○    

合同庁舎の営繕に関する業務   ○    

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務   ○    

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食料（加工食品）供給の調整業務  ○     

商工業対策に関すること   ○    

〔農業振興部〕       

被害復旧に向けた営農のうち被害情報の収集・

報告業務 
○      

食料（米穀・野菜・果実等）供給の調整業務   ○    

農業技術の改良普及に関する業務 

（農作物被害状況の把握・報告活動業務） 
  ○    

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

する業務 
   ○   

農業技術の改良普及に関する業務 

（被害農作物に対する技術対策業務） 
   ○   

植物防疫対策業務    ○   

農業公害対策業務    ○   

農業振興地域の土地利用調整及び整備に関す

ること（開発許可に関する相談等） 
    ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部地方振興

事務所登米地

域事務所 

（3/3 頁） 

 

 

 

 

 

 

農地の権利関係の調整に関すること 

（農地転用に関する相談等） 
    ○  

農業技術の改良普及に関する業務 

（営農継続のための技術対策業務） 
    ○  

農林水産業者の金融対策業務     ○  

〔畜産振興部〕       

畜産業対策業務      ○ 

家畜・畜産物の生産及び流通対策業務     ○  

家畜防疫対策業務  ○     

家畜・草地及び畜産用施設の被害状況の情報収

集・報告業務 
○      

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設における被害情報の収集・報

告業務 
○      

施工中現場の被害情報収集・現地調査業務 ○      

施工中現場の応急復旧対応業務   ○    

〔林業振興部〕       

森林・林業・林産等の被害情報の収集・報告及

び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の被害情報の収集・報告

及び応急対応業務 
○      

林野火災発生状況・林地開発箇所等の被災状況

の把握・報告業務及び応急対応業務 
○      

林地・治山・林道施設の復旧対策業務     ○  

林業・林産・特用林産関係の生産流通施設等の

復旧対策業務 
    ○  

災害時の緊急許認可業務     ○  

気仙沼地方振

興事務所 

（ ８８人） 

 

 

 

〔総務部〕       

災害対策本部支部等運営に関すること ○      

災害情報の収集・報告等に関すること ○      

被災市町村に対する県職員の初動派遣等に関

すること 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼地方振

興事務所 

（2/4 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高圧ガス等に関すること    ○   

緊急通行車両（公用車）の証明書等の発行事務

に関すること 
○      

職員宿舎の被害状況確認・報告   ○    

庁舎管理業務 ○      

帰宅困難者（職員を除く）対応業務 ○      

合同庁舎の被害状況把握 ○      

岩石等採石場被害情報収集等 ○      

合同庁舎内電気・電話・ガス・水の確保 ○      

県民相談に関する電話対応業務   ○    

消費生活・交通相談に関する電話対応業務     ○  

合同庁舎の営繕に関する業務   ○    

農林水産施設災害応急復旧工事等契約事務   ○    

〔地方振興部〕       

商工業・観光施設に係る被害情報の収集・伝達

に関すること 
○      

食糧供給対策に関すること  ○     

商工業対策に関すること    ○   

中小企業の経営相談に関すること     ○  

商工団体との連絡に関すること     ○  

その他の商工労政対策に関すること     ○  

〔農業振興部〕       

所管する地区の農業者の被害情報の収集・調査

に関すること 
○      

農作物・農業用施設の被災状況の情報収集・調

査に関すること 
○      

被害復旧に向けた営農及び農業技術相談に関

すること 
   ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼地方振

興事務所 

（3/4 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災農作物に対する技術対策業務に関するこ

と 
   ○   

被災農家に対する営農継続相談業務に関する

こと 
   ○   

農地等の権利関係及び土地利用調整に関する

こと 
   ○   

〔農業農村整備部〕       

農地・農業用施設における被害情報の収集・報

告業務 
○      

農地海岸の管理及び保全関係業務  ○     

農地防災並びに農地等の災害復旧及び鉱害復

旧関係業務 
 ○     

〔林業振興部〕       

林道・林業・林地の被害状況の情報収集・調査

に関すること 
○      

県有林の被害状況調査に関すること ○      

被災した林道・林業・林地の復旧業務に関する

こと 
   ○   

被災した県有林の応急対策に関すること    ○   

木材・苗木の生産及び流通復旧業務に関するこ

と 
    ○  

〔水産漁港部〕       

水産業関係施設等被害状況の情報収集及び調

査に関すること（漁船、漁具、養殖施設、漁場

等） 

○      

水産物被害状況の情報収集及び調査に関する

こと（水産物、組合在庫品等） 
○      

漁港施設、海岸保全施設の被害状況の情報収

集、調査及び情報提供に関すること 
○      

食料（水産加工品）の供給対策業務に関するこ

と 
 ○     

漁船対策業務に関すること   ○     

漁港施設、海岸保全施設の二次被害の防止対策

に関する業務 
 ○     

漁港施設等の使用制限、規制措置に関する業務   ○    
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼地方振

興事務所 

（4/4 頁） 

魚市場利用における交通、輸送の確保に関する

業務 
  ○    

災害復旧、査定に関する業務    ○   

産業技術総合

センター 

（ ６８人） 

 

 

 

 

庁舎・附帯設備及び毒劇物等薬品類の被害状況

確認及び復旧 
○      

センター内総合支援ネットワークの被害状況

確認及び復旧 
○      

センター保有設備・機器類の被害状況の確認及

び復旧 
○      

酒母の被害状況確認及び保全 ○      

企業の被災状況調査、支援検討等復旧復興支援     ○  

計量検定所 

（ １０人） 

検定検査設備に係る被害情報の収集・伝達に関

すること 
○      

定期検査対象市町村の被害情報の収集・検査中

止の伝達に関すること 
 ○     

製造・修理事業者の被害情報の収集・検定中止

の伝達に関すること 
 ○     

被災した検定検査設備の復旧に関すること    ○   

中止した検定検査業務の日程調整に関するこ

と 
    ○  

検定検査業務(一部再開)の実施に関すること      ○ 

白石高等技術

専門校 

（ １０人） 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

仙台高等技術

専門校 

（ ３１人） 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

大崎高等技術

専門学校 

（  ９人） 

 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

石巻高等技術

専門学校 

（ １０人） 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

気仙沼高等技

術専門校 

（  ７人） 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

宮城障害者職

業能力開発校 

（ １９人） 

公共職業訓練業務のうち訓練生の安否確認等 ○      

公共職業訓練業務のうち施設設備の被害状況

調査・復旧等 
 ○     

公共職業訓練業務のうち訓練再開に関する検

討・準備 
   ○   

公共職業訓練業務のうち委託訓練関係の被害

状況把握等 
   ○   

松島公園管理

事務所 

（  ３人） 

公園内の被災状況の調査  ○     

公園内の災害復旧に関する業務    ○   

非常時優先業務数 １２７ ６９ ３９ ６７ ４５ ４ 
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【農政部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

農業大学校 

（ ２３人） 
施設被害状況の把握・報告業務 ○      

学生の被害状況（安否確認含む。）の把握・報

告業務 
○      

教育計画年間スケジュール、履修科目、単位認

定、入校試験等の見直し業務 
    ○  

被災した学生（登校不可な学生）への教育支援

業務 
    ○  

農業・園芸総

合研究所 

（ ６４人） 

庁舎本館及びバイオ館等の建物被害確認、復旧 ○      

分析機器等の試験研究機器の被害確認、復旧 ○      

ほ場及び試験栽培作物の被害確認、復旧 ○      

重大な行事などの延期調整   ○    

普及センター等からの照会に対する技術的対

応 
  ○   

 

古川農業試験

場 

（ ５７人） 

被害状況の把握業務 ○      

被害状況の収集・報告業務 ○      

被害復旧に向けた初動調整業務   ○    

被害箇所の応急対策   ○    

被害復旧に向けた復旧対応    ○   

病害虫防除所 

（ １１人） 
応援業務   ○    

有害動植物防除の指導に関する業務    ○   

農薬の安全かつ適正使用に関する業務    ○   

畜産試験場 

（ ４０人） 
家畜、草地及び施設の被害の確認・報告業務 ○      

家畜飼養業務  ○     

草地及び施設の被害箇所復旧業務  ○     

家畜防疫対策業務   ○    

家畜飼料確保業務    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

王城寺原補償

工事事務所

（  ９人） 

障害防止施設の被害状況等の収集・報告業務 ○      

障害防止施設の復旧体制、関係機関調整業務   ○    

障害防止施設の復旧対策業務    ○   

非常時優先業務数 ９ ２ ７ ５ ２ ０ 
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【水産林政部】 

公所名 
（人数） 

  非常時優先業務 
14 日 
以降 業務内容 目標 

時間 
３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

各公所共通 ※初共通業務 ○      

水産技術総合

センター 

（ ４９人） 

施設・設備の被害状況の確認・報告業務  ○    
 

施設・設備の被害復旧作業    ○   

水産技術総合

センター気仙

沼水産試験場 

（ １０人） 

施設等被害状況確認・復旧業務 ○      

水産業関係被害の情報収集業務    ○   

水産技術等対策業務     ○  

水産技術総合

ｾﾝﾀｰ内水面水

産試験場 

（  ５人） 

通勤経路の安全確認  ○     

場内･取水施設被害状況確認･応急復旧   ○    

水産業関係の被害情報の収集・報告業務   ○    

関係機関との連絡調整     ○  

林業技術総合

センター 

（ ２２人） 

センター内各施設及び隣接地への被害状況の

把握・報告 
○     

 

被害が発生したセンター内各施設等の応急復

旧及び二次災害の防止対策 
 ○    

 

林業対策全般への支援     ○  

非常時優先業務数 ２ ３ ２ ２ ３ ０ 
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【土木部】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

大河原土木事務所 

（ ５６人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

河川施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

各市町村への被災建築物応急危険度判定士等

の派遣 
   ○   

各市町村への被災宅地危険度判定士等の派遣     ○  

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

仙台土木事務所 

（ ９７人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

海岸、河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

都市施設・公園緑地施設の被災状況調査・情報

提供 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台土木事務所 

（2/2 頁） 

 

 

 

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

海岸、河川施設の二次被害の防止対策に関する

業務 
 ○     

県有施設建築物に関する復旧支援業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

各市町村への被災建築物応急危険度判定士等

の派遣 
   ○   

各市町村への被災宅地危険度判定士等の派遣     ○  

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

北部土木事務所 

（ ５４人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

河川施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

各市町村への被災建築物応急危険度判定士等

の派遣 
   ○   

各市町村への被災宅地危険度判定士等の派遣     ○  

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

北部土木事務所

栗原地域事務所 

（ ３４人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

北部土木事務所

栗原地域事務所 

（2/2 頁） 

 

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

河川施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

東部土木事務所 

（ ７４人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

海岸、河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

都市施設・公園緑地施設の被災状況調査・情報提供 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

海岸、河川施設の二次被害の防止対策に関する

業務 
 ○  

 

 
  

災害復旧・査定に関する業務    ○   

各市町村への被災建築物応急危険度判定士等

の派遣 
   ○   

各市町村への被災宅地危険度判定士等の派遣     ○  
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部土木事務所 

（2/2 頁） 
通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

東部土木事務所

登米地域事務所 

（ ４０人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

ダムの被災状況調査・情報提供 ○      

河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

ダム、河川施設の二次被害の防止対策に関する

業務 
 ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

気仙沼土木事務所 

（ ５５人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

第１次～２次緊急輸送道路の規制状況調査・情

報提供 
○      

第３次緊急輸送道路の規制状況調査・情報提供  ○     

上記以外の道路の被災状況調査・情報提供   ○    

ダムの被災状況調査・情報提供 ○      

海岸、河川の被災状況調査・情報提供 ○      

水防活動等の応急措置の調整に関する業務 ○      

土砂災害発生箇所等の対策に関する業務 ○      

港湾の被災状況調査・情報提供 ○      

施工中箇所の被災状況確認  ○     
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼土木事務所 

（2/2 頁） 

 

 

 

 

道路施設の二次被害の防止対策に関する業務  ○     

海岸、ダム、河川施設の二次被害の防止対策に

関する業務 
 ○     

県有施設建築物に関する復旧支援業務  ○     

港湾施設の二次被害の防止対策に関する業務   ○    

港湾における交通・輸送の確保に関する業務   ○    

港湾施設等の使用制限・規制措置・保安対策   ○    

災害復旧・査定に関する業務    ○   

各市町村への被災建築物応急危険度判定士等

の派遣 
   ○   

各市町村への被災宅地危険度判定士等の派遣     ○  

通学路のブロック塀の緊急点検     ○  

仙台塩釜港湾

事務所 

（ ２１人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

港湾の被災状況調査・情報提供 ○      

港湾施設の二次被害の防止対策に関する業務   ○    

港湾における交通・輸送の確保に関する業務   ○    

港湾施設等の使用制限・規制措置・保安対策   ○    

災害復旧・査定に関する業務    ○   

石巻港湾事務所 

（ １８人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

港湾の被災状況調査・情報提供 ○      

港湾施設の二次被害の防止対策に関する業務   ○    

港湾における交通・輸送の確保に関する業務   ○    

港湾施設等の使用制限・規制措置・保安対策   ○    

災害復旧・査定に関する業務    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

仙台地方ダム

総合事務所 

（ ２９人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

ダムの被災状況調査・情報提供 ○      

ダムの二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

大崎地方ダム

総合事務所 

（ １８人） 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

ダムの被災状況調査・情報提供 ○      

ダムの二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

栗原地方ダム

総合事務所 

（ １６人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

ダムの被災状況調査・情報提供 ○      

ダムの二次被害の防止対策に関する業務  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

非常時優先業務数 ５５ ３３ １６ １７ １２ ０ 
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【企業局】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

大崎広域水道

事務所 

（ １９人） 

水道用水供給施設及び工業用水施設の被害状

況の取りまとめ・報告業務 
○      

受水市町村及び工業用水道ユーザーとの連絡

調整・情報提供業務 
 ○     

広域水道及び工業用水道等局管理施設の災害

復旧に関する業務 
  ○    

通水計画の検討及び策定・公表業務    ○   

本格復旧に関する検討業務      ○ 

仙南・仙塩広

域水道事務所 

（ ２７人） 

水道用水供給施設及び工業用水施設の被害状

況の取りまとめ・報告業務 
○      

受水市町村及び工業用水道ユーザーとの連絡

調整・情報提供業務 
 ○     

広域水道及び工業用水道等局管理施設の災害

復旧に関する業務 
  ○    

通水計画の検討及び策定・公表業務    ○   

本格復旧に関する検討業務      ○ 

中南部下水道

事務所 

（ １７人） 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

流域下水道処理場の使用に関する被災状況調

査・情報提供 
○      

流域下水道の管路，施設の緊急点検  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   

汚水流出などの二次被害の防止対策に関する

業務 
    ○  

東部下水道事務所 

（ １７人） 

 

 

 

 

 

 

防災協定締結機関（支部）への連絡 ○      

施工中箇所の被災状況確認 ○      

流域下水道処理場の使用に関する被災状況調

査・情報提供 
○      

流域下水道の管路，施設の緊急点検  ○     

災害復旧・査定に関する業務    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

東部下水道事務所 

（2／2 項） 

汚水流出などの二次被害の防止対策に関する

業務 
    ○  

非常時優先業務数 ８ ４ ２ ４ ２ ２ 
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 【教育庁】 

公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

各公所共通 ※初動共通業務 ○      

大河原教育事務所 

（ １８人） 

所管区域市町村立文教施設の被害状況（児童・

生徒・教職員等及び施設）の把握・報告 
○      

所管区域内教職員宿舎の入居者及び施設の被

害状況の把握・報告 
○      

所管区域市町村立文教施設の被害状況（指定避

難所・授業等への影響）の把握・報告 
 ○     

所管区域市町村立学校の授業再開等について

の調査・連絡調整・報告 
  ○    

児童・生徒の心のケア等に対する支援・応援    ○   

仙台教育事務所 

（ ２３人） 

所管区域市町村立文教施設の被害状況（児童・

生徒・教職員等及び施設）の把握・報告 
○      

所管区域市町村立文教施設の被害状況（指定避

難所・授業等への影響）の把握・報告 
 ○     

所管区域市町村立学校の授業再開等について

の調査・連絡調整・報告 
  ○    

児童・生徒の心のケア等に対する支援・応援    ○   

北部教育事務所 

（ ２２人） 

所管区域市町村立文教施設の被害状況（児童・

生徒・教職員等及び施設）の把握・報告 
○      

所管区域内教職員宿舎の入居者及び施設の被

害状況の把握・報告 
○      

所管区域市町村立文教施設の被害状況（指定避

難所・授業等への影響）の把握・報告 
 ○     

所管区域市町村立学校の授業再開等について

の調査・連絡調整・報告 
  ○    

児童・生徒の心のケア等に対する支援・応援   ○    

東部教育事務所 

（ ２５人） 

所管区域市町村立文教施設の被害状況（児童・

生徒・教職員等及び施設）の把握・報告 
○      

所管区域内教職員宿舎の入居者及び施設の被

害状況の把握・報告 
○      

所管区域市町村立文教施設の被害状況（指定避

難所・授業等への影響）の把握・報告 
 ○     

所管区域市町村立学校の授業再開等について

の調査・連絡調整・報告 
  ○    

児童・生徒の心のケア等に対する支援・応援    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

気仙沼教育事務所 

（ １５人） 

 

所管区域市町村立文教施設の被害状況（児童・

生徒・教職員等及び施設）の把握・報告 
○      

所管区域内教職員宿舎の入居者及び施設の被

害状況の把握・報告 
○      

所管区域市町村立文教施設の被害状況（指定避

難所・授業等への影響）の把握・報告 
 ○     

所管区域市町村立学校の授業再開等について

の調査・連絡調整・報告 
  ○    

児童・生徒の心のケア等に対する支援・応援    ○   

総合教育センター 

（ ６４人） 
研修生・相談者等の保護に関する業務 ○      

研修事業の連絡調整等業務  ○     

相談事業の連絡調整等業務  ○     

（津波・洪水の場合）一時避難場所の開設対応   ○    

図書館 

（ ４１人） 
施設等被害状況把握業務 ○      

施設等応急復旧業務  ○     

業務システム再開業務  ○     

開館再開準備業務    ○   

通常業務      ○ 

美術館 

（ １９人） 
施設の被害状況の把握・報告 ○      

美術作品及び美術に関する資料の収集、保存及び展示に関する

業務のうち保存及び展示物の被害状況の把握・報告業務 
 ○     

施設応急復旧業務  ○     

各種展覧会の企画関係団体との連絡調整    ○   

館運営再開業務     ○  

松島自然の家 

（  ９人） 

 

 

 

 

 

施設の被害状況の把握・報告及び 

避難所運営状況の報告 
○      

避難所支援班の設置・避難所運営  ○     

研修支援業務等の関係機関との連絡調整    ○   

施設等の応急復旧    ○   
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公所名 
（人数） 

非常時優先業務内容 
目標 
時間 

３Ｈ 
以内 

12Ｈ 
以内 

１日 
以内 

３日 
以内 

14 日 
以内 

14 日 
以降 

松島自然の家 

（2/2 頁） 
研修支援業務等の運営再開業務      ○ 

蔵王自然の家 

（ １３人） 

施設の被害状況の把握・報告及び避難所運営状

況の報告 
○      

避難所支援班の設置・避難所運営  ○     

研修支援業務等の関係機関との連絡調整    ○   

施設等の応急復旧    ○   

研修支援業務等の運営再開業務      ○ 

志津川自然の家 

（ １０人） 

施設の被害状況の把握・報告及び避難所運営状

況の報告 
○      

避難所支援班の設置・避難所運営  ○     

研修支援業務等の関係機関との連絡調整    ○   

施設等の応急復旧    ○   

研修支援業務等の運営再開業務      ○ 

多賀城跡調査

研究所 

（  ７人） 

施設・調査地の被害状況把握・報告業務 ○      

文化財対策業務のうち指定文化財の被害状況

把握・報告業務・施設等の応急復旧 
 ○     

応援業務    ○   

東北歴史博物館 

（ ２８人） 
施設の被害状況の把握・報告業務 ○      

被災者受入等支援業務  ○     

館蔵及び保管資料の被害状況把握・報告   ○    

館関連行事等延期調整業務    ○   

国・県の要請に基づき県内博物館等施設被害状

況把握・報告 
    ○  

館運営再開業務     ○  

非常時優先業務 １７ １６ ８ １４ ３ ４ 

 

 


